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第 8回 日本ヘルスコミュニケーション学会 シンポジウム記録 

ことばにならない思いとケア 

～受け止める、投げかける、分かち合う 

 

日時 

9 月 10 日（土） 16:20～17:30 

 

シンポジスト 

橘 直子 氏 山口赤十字病院 

榎本 てる子 氏 関西学院大学神学部 

川村 敏明 氏 浦河ひがし町診療所 

 

コーディネーター 

井上 洋二 氏 放送大学 

高山 智子 国立がん研究センター 

 

 

○司会 

このシンポジウムでは、基調講演でお話いただいた國森康弘氏（フォトジャーナリスト）

の写真をふんだんに使ったご講演を受けて、さまざまな臨床の場面における実際のご経験

をご紹介いただきながら、臨床の中で、教育の中で、実生活の中で、言葉になっていない

コミュニケーションをどう言葉や形にしていくか。外からはなかなか見えてこない視点や

向き合い方などについて 3 名の先生方に、お話をいただきました。 

 

一人目は、病院の社会福祉士として、がんの領域では、がん専門相談員として、患者さ

んやご家族と医療者の間に入って活躍されている山口赤十字病院の橘直子先生です。 

 

「病院における相談支援の経験から～あなたのこと あなたに教わり、そして慮る～」 

橘 直子先生 

わたしは、山口県の中心部にある病院、475 床の総合病院、生まれる前から亡くなるまで、

幅広い方を対象に働いている。主な業務は、退院支援が多くなっているが、さまざまなご

病気の方、医療者と患者さん・ご家族をつなぐという、患者サポートの中で働いている。
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本日いただいたお題、言葉にならない思い、ということで、思いついた金子みすゞさんの

詩を一つ紹介したい。それは、「ふしぎ」という詩。「わたしはふしぎでたまらない。・・・

だれにきいてもわらってて、あたりまえだ、ということが。」 

ワタシ自身のことを振り返る。『ことばにならない思い』で蘇ること。もう 30 年以上も

前の出来事でいずれもことばにはできなかったが、「仕方のないこと」と鮮明に憶えている

感情と味覚である。 

…コウセイザイが効かないので手術を。今日でもいいですよ、とワタシを診察していた

先生に言われてまもなく「はい、おねがいします」と母は答えた。ワタシはちょっと考え

たかった。怖かった。その日病院の食堂で食べたうどんは数本だった。 

…父の手術の日、まわりの大人たちの対応は当たり前のことだった。でも「ワタシのお

父さんなのに。お父さんに何かあったら、血がつながっているのはワタシと妹なのに。も

し血が足りなくなったら、ワタシがいなくちゃいけないんじゃないの?」自宅で悔しい思い

がぐるぐる駆け巡った。親戚がうどんを作ってくれた。いつもと違う味がした。 

 

 

 

言葉にならない思いというのは、どこかで仕方がないこと、当たり前のことと思い聞か

せることなのではないか。そして社会福祉士の仕事に就き始めた当初に立て続けに起きた、

患者さんが亡くなるという経験を目の当たりにし、患者さん（クライエント）に携わるこ

との戸惑いとためらい、そして、自分がどうすればソーシャルワーカーとして役に立てる

のか、そのためには自分自身を知っておくということが大事だと、ソーシャルワーカーと

しての見立て方、アセスメントの仕方、専門性を高めることを目指した。医療現場には、
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たくさんの患者さんの当たり前とは違うことが起きる。それは、時に、医療者にとってで

さえも、あたりまえではない状況もある。ことばにならない、言葉にできないことが、患

者さんにとって起こりうる。そのときに、“この患者さんってどんな人なんだろう。”日頃

の人柄を伺うことで、その人をイメージできることがとても大事になる。一見、病院から

は問題患者扱いされた方や家族が紹介されてくることがある。その方にも、それぞれの葛

藤があり、それぞれの葛藤の裏に、それぞれの背景があること、それをどう認め、保障し

てあげるかということが大事になる。ナラティブアプローチの最初の大事なこと、それが

“関わること”。そして、ともに問題を解決しようとする姿勢が大事であり、そうしていく

うちに、いつしか、クライエントは、援助を求める立場でなく、能動的な参加者になる。

渦中にあるその人を尊重し、慮ること。その中では、回答よりも応答が大切だということ

が言える。 

 高齢化社会を迎え、さまざまな場面で、意思決定に関わる場面が多くなってきた。意思

決定支援では、決めさせることが支援なのだろうかと思うことがある。決めなくてはなら

ないものは何なのか、それは胃瘻をつくることでもなく、呼吸器を外すことでもなく、も

っと深いものが、その方の人生やご家族の物語の中にはあるような気がしている。見つか

らない答えに対して、折り合いをつけること、その方が決められる決め方をお手伝いして

いく。見つからない答えでも、それについて考えてみることは、軌跡（プロセス）が奇跡

（発見、気づき、成長）につながれていくこと。これは、その人にとってもその周りの人

にとっても大事なことだと思う。 
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いろいろな経験をしてくる中で、よかったなと思うこともたくさんあった。それは、愛

されていること、人が暮らしの中に生きること、いのちがつながれていること、そういっ

たことを感じながら、これからも取り組んで行きたいと思う。まっすぐなまなざしが「通

じ合えますように」そう願っている。ご清聴ありがとうございました。 

 

○司会 

二人目は、榎本てる子先生のご予定でしたが、本日は、榎本てる子先生がお体の具合で

こちらの会場まで来ることが叶わず、代読で松浦千恵先生からお話を伺います。本日お話

を伺う予定であった榎本先生は、関西学院大学神学部をご卒業後、カナダで修士をとり、

牧師として、また HIV 陽性者支援活動をされています。松浦先生は、同志社大学社会学部

社会福祉学科をご卒業して、精神科ソーシャルワーカーとして、大阪市派遣エイズカウン

セラーとして、また本日ご紹介のあるバザールカフェの運営委員として、長年、榎本先生

とご一緒に携わってらっしゃいます。 

 

「愛し愛される中でー病院から地域への架け橋としてスピリチュアルケア」 

榎本てる子先生 代読 松浦千恵先生 

 カナダから帰国後、現在に至るまで 20 年ほど HIV 陽性者の方に関わっている。派遣エ

イズカウンセラーとして、週 1 回病院でも働いている。個人の魂の救いに関わるとともに、 

それを生み出している個人を取り巻く社会を変えていく役割もあるのではないか。そう考

えるようになった。わたしは、牧師である。霊的ケア、必ずしも宗教的な意味合いを持つ

ものだけではなく、人間の持つ根源的な問い、存在意義、生きる意味、死について対話し

ていく中で、答えを本人が見つけることを助ける。ケアという言葉は、とかく何かをして

あげるというものと思われがちだが、本来の意味は、嘆く、基本的には、悲しみを体験す

る、○○と一緒に叫ぶという意味。また、スピリチュアリティという言葉が最近よく使わ

れているが、呼吸、魂を意味する。困難、危機的な中で息をしようとしている人と関わる

中で、人と人が関わり合う大切さをお話ししたいと思う。 

日本で、もう死んでもいいんだと生きることをあきらめてしまった方が、愛されている

と感じて息を吹く返す姿を目の当たりにする機会があった。その愛されていると感じる体

験とは、パートナーが訪ねてきてくれる、思われる、まなざしがかけ続けられる、さすっ

てくれる、などの体験を通してのものだったのだと思う。その後も、HIV 陽性者が、病気

がさまざまな課題に向き合い、一見病気でうまく付き合っているように見える人でさえ、

不自由さや不安を抱えて生きている姿を目の当たりにする中で、自己受容にたどり着く場、

肯定できる場を体験することも、息ができるようにできることになるのではないかと思う

ようになり、コミュニティをつくるというアクションにつながった。それが、バザールカ

フェの始まりである。 
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お金はなかったが、その夢にかけましょうと 4 年間で 600 万円のお金を出してくれると

ころがあり、京都の御所の近くに 1998 年、コミュニティカフェ、バザールカフェをスター

トさせた。基本理念は、セクシャリティ、年齢、さまざまな人たちが、社会の中で、関わ

り合い、相互に確認される場所を目指すこと。そして、TAB タブというのは、テンポラリ

ーエイブルバディ。永遠に継続できるバディではなく、私たちは、たまたま健康である。

健康である時にできることをしている。自分がしんどくなったときにいられる場所を創っ

ていきたい。支援する、支援される、という関係ではなく、ともに働く、ともに皿を洗っ

てという中から、笑って、働き、創っていくことを目指している。しんどい人が、ぼそぼ

そと語りはじめることを経験してきた。言説で語られることは全然違う。 

自尊心をぼろぼろにされた女性が、自分の料理をつくり、それを喜んで食べる人の姿を

みることで、変わり、自分を取り戻していったケースや、自分の素をさらけ出せる仲間を

見つけられたことで生きる喜びを実感し、自分を開放することができたケース、そして、

まだ経過中のケースであるが、問題行動をやめられないが戻ってくる場所、どんな自分を

見せても受け入れられる場所を用意している。中には 15 年近くも長い年月がかかることも

あるが、人々にとって必要な共同体の一つになればと願っている。 

カナダの病院で学んだことであるが、人はさまざまな苦難に遭うとき、さよならの空中

ブランコ、ハローのブランコに出会う。サーカスでは、網がはってあるが、このブランコ

の下はトランポリン。落ちた人を跳ね上げる。落ちる位置が毎回違うが、落ちた位置で跳

ね返す、人々の共同体はこういうものではないか。人々の苦しみを受け止める。落ちた速

度で押し上げる。落ち位置が違えば、その人を支えることをできる人も違う。一人一人が
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その共同体に必要で、支える人が編み目のようにいる。 

 

 

 

支援とは一方的な関係ではないと感じている。コミュニティづくりには、ミッションと

パッションが大事。パッションは熱心や熱望という意味があるが、一方でキリスト教では

パッションウィークというものがあり、それは受難を意味します。人と人とが関わる場は、

とても愛がある場所であるが、そこには困難なことも沢山ある。 

バザールカフェは、木金土にやっている。 

 

○司会 

最後は、浦河ひがし町診療所の院長をされている川村敏明先生です。川村先生は、浦河

赤十字病院 精神科赴任後、札幌旭山病院アルコール専門病棟赴任を経て、1988 年に浦河赤

十字病院 精神科赴任、そして、2014 年 浦河ひがし町診療所 院長となられました。「浦河

べてるの家」でご存じの方も多いと思われますが、「浦河べてるの家」は、精神障害当事者

の力を信じ、仲間同士の繋がりを大切にしながら、地域での生活を実践する、活動の発足

時から精神科医として活動をサポートされて来られました。 

   

仲間との繋がりの場に送り出す「治さない医者」の処方箋 

浦河ひがし町診療所 院長 川村 敏明 氏 

浦河べてるが、知られるようになり、川村先生が、医者が創ったんじゃないかと誤解さ

れるようになった。ここに立っているのも、誤解されているんじゃないかと思う。恩師が
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アルコール依存症をやる医師を探していて、アルコール依存症に関わるようになった。当

事者活動をみて印象的だったのは、自助グループで、患者さんたちが自分の失敗談を話し

て、腹の底から笑っている。一番暗いのは精神科医。笑う患者さんは少ない。精神科の患

者さんは笑わないということを聞かされていたが、実際に笑わないのは、主治医。先生方

はまじめな方だった。でも笑いのセンスがない。（医師に）本当のことをいうと、薬は増や

される。そこで、笑い、真実を語る場面は大事だということを見せつけられた。 

 

 

 

浦河という地域全体を見るようになって、生きにくさを抱えながら、精神障害者だけの

問題だけが、問題視され、差別され、この人たちを守らなくてはならない、と思い、返っ

て管理され、生きにくい状況にしてしまったのではないかと思うようになった。ソーシャ

ルワーカーの前に行くと、精神科の患者さんが腹の底から笑っている。こんなに笑える人

たちなのか。アルコールの人たちと同じセンスを感じていた。医療に携わる者たちの問題

を感じていた。 

助けすぎる、問題ばかりに目が行く。それを治療という名の下に管理する。精神科医の

思いは危険だと思うようになった。何が大事なのか、治療という場面の中で、コミュニケ

ーションがとれていない医者だったというのが学びであった。 

浦河べてるの家は全国で知られるようになった。全国からたくさんのお客さんが来るよ

うになった。過疎がどんどん進んでいき、町外からのお客さんはほとんどがべてるのお客

さん。そして今、堂々ととして生きているのはべてるの人。自分たちの問題を自分たちの

言葉にできないでいるのは、町民。逆転現象が起きてきた。昔は、偏見差別、今はジェラ

シーの対象。過疎が進んで、子どもの世代に、生活の中で何をつたえたらいいか、深刻な

悩みを抱えているのに、それを言葉にできない。そういう地域が全国に多いのではないか。 

自分たちの問題を語り、その体験を仲間と全国に活動を展開する。「病気になっていいな。

幻聴、あるんでしょ、いいな。」統合失調症で幻聴があることは、部長職以上の思いを持っ
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て（尊敬の目で）周りから見られている。「俺なんか、ただの依存症だしな。幻聴あるって

いいな。」考えもしなかった。自分たちの問題を語ることがこんなになるのか。馬鹿にされ

ているでもなく、その中には苦労に裏打ちされているので、俺もそうだという共感のある

笑いがある。ちょっと、深い。 

「大丈夫だ、健常者でも。やっていけるぞ。」「相談ちゃんとしろよ。その代わり。」「健

常者だめだよな、こっそり悩んで言わないからな。」べてるのメンバーは、自分たちの体験

が、ただのマイナスではなく、どう考えたらプラスになるのかよく知っている。「病気売れ

るんじゃないか。」類似商品がないんで、売れ行きもよろしい。常にマイナスを消すのでは

なく、マイナス体験も活かしていく。「わかんなかったら、聞け。教えるから。」「先生、あ

んまり治さなくてもいいから、だいたいでいいぞ。そんなにいったって治んないし。」 

 

浦河では、精神科病棟をなくしたが、このなくすということは大変なチャレンジだった

と思う。他では、まねできないと思う。笑い続けられるか、その地域の課題と向き合って

いけるか。他の地域で、浦河のようにというのは、薦めない。それぞれの地域の歴史があ

る。当事者のひとたちと創ってきたのが、浦河の歴史だと思う。 

 

○司会 

ありがとうございました。 

時間があまりありませんが、フロアから質問があればお願いします。 

 

○質問者１： 

とてもおもしろく、感動的な話を聞かせていただいた。 

相手の人の力を信じながら、こっちの肩の力を抜きながら、でもちゃんと向かい合って、

多少持っている専門性をつかって、とてもバランス感覚を使うことができそうで、難しい
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ところだと思う。ついつい武装して、鎧甲にしまい、切り込んでしまいがちになるが、逃

げないし、向き合うけど、運がよければ役に立つかもしれないが、ということをどうやっ

たら、現役でも持てるか。若い学生たちにどう伝えていけばいいか。先生方に一言ずつい

ただければと思う。 

 

○橘 

自分の中のバランスをどうとるか。わたしが学生の時は、自分が 8，9 割。職種について

自分が役に立てるかとは思えなかった。なって思うことは、自分自身を大事にすること。

最近始めたヨガの先生から言われてハッとしたことは、“自分を観察しましょう”と。自分

を観察することが大事だと思っている。 

 

○松浦 

答えにならないかと思うが、わたしはバランスが悪い。アルコール依存症の中で、話す

というパワーを教えていただいている。自分はバランスが悪いということを言える場があ

る。引き寄せられることも多い。自分はワーカーは巻き込まれてしまうもの、それでいい

と思っている。いけるところまでいってと思っている。意外にバランス悪かったら、当事

者がやばいよ、と言ってくれる。バランスが悪いことをわかっていればいいと思う。そう

いうことを話せる場があることでなんとか保てていると思う。 

 

○川村 

わたしは、バランスがいい人をみたらその人に向かって拍手することがまずは大事と思

っている。いいものをみた、いい人を見た。それがわたしの栄養になる。バランスがいい

人を見て、悩み方、考え方は、それだけではないと知る。それだけで、肩の力が抜けてい

く。ダメなところばかり見ていたが、いいものを見たら、拍手するようになったら、肩の

力が抜けて、かなり脱臼するくらいになった。それがコツになるかな。 

べてるのメンバーを見ていても思う。みんな褒め上手。その割には本人よくない。それで

いいんだと思う。 

 

○質問者２： 

「笑い」はコミュニケーション・ツールになるかと思っているが、どうか。 

 

○川村 

精神科の領域では、笑いの場面は多い。笑うしかない。失敗が多い人たちだから。わた

しに話すこと自体に、健全さを感じるし。笑っただけじゃなくて、したたかにやっていこ

うなという思いは常にある。それをどう展開したら、私たちの救いになるか。 

かつて、精神科領域で話すことはなかった。大事なこと、本当のことは言わない、という
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時代だった。それをどうしたらいいか。少なくとも医者側が阻害要因にならない、笑って

返す。先生はただ笑ってたなという。わたしには守秘義務があるが、彼らにはないので平

気で（周りの人に）言う。それが、誰かに言いたくなることでないといけない。 

地域の中で精神科の中での出来事、医者がこういうことを言った。それが、あちこちで

話題になっていくことを念頭に置いている。笑いだけでなく。そうすると、精神科のこと

がどこでもタブーにならない。かつては、タブーだらけだった。健常のみなさんの方が話

せなくなってきていることは、ひしひしと感じる。不謹慎かもしれないが、べてるの人た

ちは、「だいじょうぶだ、病気あるから。」と。問題があれば生きていける。問題をなくし

ようという、どんどん貧困になってしまうような発想をしないことが大切。 

 

○司会 

伺っていてとても心が熱くなる思いがしました。 

3 人の先生方、本日は、本当にありがとうございました。 

 

終わり 
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原著論文 

日本人男性労働者におけるヘルスリテラシーと生活習慣，主観的健康感との関連 

：受診勧奨該当者を対象に 

 

後藤 英子, 石川 ひろの, 奥原 剛, 加藤 美生, 岡田 昌史, 木内 貴弘 

 

東京大学大学院医学系研究科社会医学専攻医療コミュニケーション分野 

 

 

抄録 

近年，健康医療に関する適切な情報を入手し，正しく理解した上で，自分や周囲の健康のために利用していく力と

してヘルスリテラシーが注目されている．先行研究ではヘルスリテラシーと健康アウトカムとの関連が示唆されているが，

日本人労働者を対象とした研究は不足している．そこで，本研究では，健康状態が悪化したハイリスク社員（受診勧奨

対象者）に着目し，ヘルスリテラシーを評価するとともに，ヘルスリテラシーと生活習慣，主観的健康感との関連を検証

した．受診勧奨対象者219人に対して自記式質問紙による調査を行い，男性回答者 103 人を解析対象とした．結果，

対象者のヘルスリテラシーの平均値は 3.51 だった．ヘルスリテラシーと主観的健康感，社会経済状況，生活習慣との

関連をカイ二乗検定で検討した結果，ヘルスリテラシーの高い群で，年齢，標準報酬月額，主観的健康感が高く，より

健康的な食習慣をもっていた．さらに，多重ロジスティック回帰分析の結果，ヘルスリテラシーが高い群は主観的健康

感が有意に高かった．以上より，ヘルスリテラシーの向上は主観的健康感の改善につながる可能性が示唆された． 

 

キーワード：ヘルスリテラシー，生活習慣，主観的健康感，受診勧奨，日本人労働者 

 

1 緒言 

一般的に，日本の企業では，年に一回定期健康診

断が行われる．健康保険組合連合会が発表したデー

タによると，2012 年度に特定健康診査を受診した

4,156,041 人の健康保険組合加入者のうち，

1,549,141 人（37.3%）が健診後に医療機関での再受

診が必要となる受診勧奨対象者に該当していた[1]． 

健診が終了した後，産業医や保健師は，受診勧奨

対象者に対して二次健診の受診を促す．しかし，労

働環境や家庭環境などが理由で，アドバイスを受け

た全社員が，その指示に従うとは限らない．先行研

究では，健診受診者は未受診者と比べて死亡率が低

く，より健康的な生活習慣を送ることが示唆されて

いる[2,3] ．そのため，受診勧奨指示に対するコンプ

ライアンスの低さは，健診の意義にも関わる公衆衛

生上の重要な課題の一つであると考えられる. 

近年，ヘルスリテラシーは，個人の健康行動や健

康アウトカムに影響を与える重要な因子であること

が認知されている．ヘルスリテラシーとは，健康の

維持・増進のために情報にアクセスし，理解・活用

する動機や能力を決定する認知的・社会的スキルと

定義される[4]． これまで多くの先行研究で，ヘル

スリテラシーが不十分であると健康情報を十分に理

解し活用することができず，健康状態が悪くなるこ

とが示唆されている[5]． 

ナットビームは，ヘルスリテラシーを３つの領域

に整理した．一つ目は，基本的な読み書き能力であ

る「機能的ヘルスリテラシー」，二つ目は，情報を入

手したり意味を引き出したり環境へ適用するための

能力である「伝達的・相互作用的ヘルスリテラシー」，

三つ目は，情報を批判的に吟味し活用するための能

力である「批判的ヘルスリテラシー」である[6]．ナ

ットビームのモデルに基づき，石川らは，伝達的・

相互作用的ヘルスリテラシーと批判的ヘルスリテラ
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シーを測ることができる尺度を開発した[7]．石川ら

の研究では，ヘルスリテラシーが高い社員はそうで

ない社員と比べて，より望ましい生活習慣を送り，

仕事ストレスへの対処能力が高く，自覚症状の数が

少ないことが示唆されている．また，大学教職員を

対象とした先行研究では，ヘルスリテラシーが高い

社員の方が低い社員と比べて，定期健康診断の結果

に基づき望ましい健康行動を取ることが示唆されて

いる [8] ． 

自らの健康状態を主観的に評価した主観的健康

感は，多くの調査や研究で健康アウトカムの 1 つと

して用いられ，健康リスクや客観的な健康指標と密

接に関連する指標として用いられてきた．例えば，

日本人労働者を対象とした先行研究では，主観的健

康感は，社員のストレスや通院状況，BMI と有意な

関連が示されている[9] ．本研究では，健康アウト

カムとして主観的健康感および生活習慣行動を用い，

ヘルスリテラシーとの関連を明らかにすることとし

た． 

以上を踏まえ，本研究では，受診勧奨指示に何年

も従わなかった「受診勧奨対象者」を研究対象とし，

そのヘルスリテラシーを測定するとともに，生活習

慣および主観的健康感との関連を検証することを目

的とした． 

 

2 方法 

2．1 研究デザインと手法 

本研究は，自記式質問紙を用いて日本人労働者の

ヘルスリテラシーを測定し，生活習慣，主観的健康

感との関連を検証した横断研究である．自記式質問

紙による調査は，健康保険組合が管理しているホー

ムページ上で，2015 年 8 月 18 日から 9 月 11 日の

間に実施された．調査対象の企業には，健康保険組

合の常務理事が研究の概要を説明した上で，対象者

には，健康保険組合のホームページ上で研究の概要

や目的を説明し，同意の意思を確認した．本研究は，

東京大学医学部倫理委員会の承認を得て実施した

（倫理審査番号：10795）． 

 

2．2 対象者 

本研究の対象者は，健康保険組合（旅行関連のサ

ービス業）に加入している日本人労働者である．そ

のうち，2011 年度から 2013 年度にかけて 3 年間連

続で受診勧奨対象者に該当した 219 人を研究対象者

とした．受診勧奨の対象項目は，高血糖，脂質異常，

高血圧，肝機能障害の４項目である．219 人のうち，

2014 年度内に退職した者等を除いた 200 人に対し

て自記式質問紙を用いた調査を行った． 

 

2．3 尺度 

2．3．1 社会経済状況  

先行研究を参考に，受診行動やヘルスリテラシー

に影響を与える社会経済状況の要因として，年齢，

配偶者の有無，子どもの有無，同居人の有無，経済

的なゆとり感，職務内容を，自記式質問紙で尋ねた

[7,10] ．年齢は，分析の際，平均値で 2 群に分割し

た．経済的なゆとり感は，「現在のあなたの暮らし向

きにゆとりがあると感じていますか」という質問に

対し，「全くゆとりはない（1 点）」から「ゆとりが

ある（5 点）」の 5 件法で回答を得た．分析では中央

値未満を「経済的ゆとり感が低い群」，中央値以上を

「経済的ゆとり感が高い群」として 2 群に分けた．

職務内容は，管理職，営業職，事務職，その他で回

答を得て，管理職と回答した対象者を「管理職」，そ

れ以外の職務内容で回答した対象者を「非管理職」

に分類した．月収は，健康保険組合が社員の厚生年

金保険料を算定する際に用いる標準報酬月額のデー

タを用いた．  

  

2．3．2 主観的健康感 

先行研究に基づき，対象者の主観的健康感のレベ

ルを 5 段階で評価した[11]．「あなたは現在，どのく

らい健康だと思いますか」という質問に対し，「まっ

たくそう思わない（1 点）」から「強くそう思う（5

点）」の 5 件法で回答を得た．分析では，中央値未満

を「主観的健康感が低い群」，中央値以上を「主観的

健康感が高い群」として 2 群に分けた．  
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2．3．3 生活習慣 

2013 年度定期健康診断の生活習慣に関する問診

への回答結果から，対象者の生活習慣を調査した．

問診項目は，健康保険組合が社員の生活習慣を確認

するために，定期健康診断で独自に使用している項

目を採用した（詳細は付録を参照）．食習慣は，17

問の質問に対して健康的な食習慣を送っていると判

断できる回答が得られた質問の合計数を指標とした

（質問例：朝食をほぼ毎日とる，栄養のバランスを

考えている，食事を 1 日 3 回ほぼ決まった時間に食

べる）．分析では，中央値未満を「不健康な食習慣群」，

中央値以上を「健康的な食習慣群」として２群に分

けた．  

同様に，運動習慣は，9 問の質問に対して，健康

的な運動習慣を送っていると判断できる回答が得ら

れた質問の合計数を指標とした（質問例：歩くこと

が好きである，通勤に歩行や自転車を取り入れてい

る，1 日 1 回は 10 分以上歩いている）．分析では，

中央値未満を「不健康な運動習慣群」，中央値以上を

「健康的な運動習慣群」として２群に分けた． 

 

2．3．4 ヘルスリテラシー 

ヘルスリテラシーの評価には，日本で開発され

た伝達的・批判的ヘルスリテラシー尺度を用いた[7]．

この尺度は，ナットビームの示したヘルスリテラシ

ーの概念に基づき，伝達的・相互作用的ヘルスリテ

ラシーを測る 3 項目「(1)新聞，本，テレビ，インタ

ーネットなど，いろいろな情報源から情報を集めら

れる」「(2)たくさんある情報の中から，自分の求め

る情報を選び出せる」「(3)情報がどの程度信頼でき

るかを判断できる」，および批判的ヘルスリテラシー

を測る 2 項目「(4)情報を理解し，人に伝えることが

できる」「(5)情報をもとに健康改善のための計画や

行動を決めることができる」で構成されている．そ

れぞれの項目について「まったくそう思わない（1

点）」から「強くそう思う（5 点）」の 5 件法で回答

を得て，5 項目の平均を尺度得点とした（クロンバ

ックα係数＝0.86）．分析では，平均値未満を「ヘル

スリテラシーが低い群」，平均値以上を「ヘルスリテ

ラシーが高い群」として 2 群に分けた． 

 

2．4 分析方法 

はじめに，ヘルスリテラシーと社会経済状況，生

活習慣，主観的健康感との関連を，カイ二乗検定を

用いて検討した．次に，従属変数に各生活習慣と主

観的健康感，独立変数にヘルスリテラシーを用い，

年齢で調整した多重ロジスティック回帰分析を行っ

た．分析には，SPSS version 21.0 を用い，P＜0.05

を統計的有意水準とした． 

 

3 結果 

回答が得られたのは対象者 200 人のうち 119 人

で，男性回答者は 103 人，女性回答者は 16 人だっ

た（回答率 59,5%）．女性の対象者数が少なく，性別

による層別解析を行うことが難しかったため，本研

究の分析からは女性回答者 16 人を除き，男性回答

者 103 人について検討した． 

まず，対象者のヘルスリテラシーと社会経済状況，

生活習慣，主観的健康感との関連を表 1 に示す．対

象者の平均年齢は 45.2 歳で標準偏差は 7.4 だった．

本研究では，配偶者，子ども，同居人がいる対象者

が多く，ヘルスリテラシーの平均値は 3.51 だった

（標準偏差 0.80）．カイ二乗検定の結果，ヘルスリ

テラシーと，年齢，標準報酬月額，主観的健康感，

食習慣との間で有意な関連がみられた． 

次に，従属変数に各生活習慣を用いた多重ロジス

ティック回帰分析の結果を示す（表 2）．年齢で調整

し，ヘルスリテラシーとの関連を検討した結果，ヘ

ルスリテラシーと各生活習慣（食習慣，運動習慣，

飲酒習慣，喫煙習慣）との間に有意な関連はみられ

なかった． 

最後に，従属変数に主観的健康感を用いて年齢で

調整をした多重ロジスティック回帰分析の結果を示

す（表 3）．ヘルスリテラシーとの関連を検討した結

果，本研究の対象者は，ヘルスリテラシーが高いほ

ど主観的健康感が有意に高かった（調整オッズ比

1.858，95％信頼区間 1.038-3.328）． 
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4 考察 

本研究では，3 年間連続で受診勧奨対象者に選定

された一般の日本人男性労働者のヘルスリテラシー

を測定し，生活習慣，主観的健康感との関連を検証

した． 

まず，ヘルスリテラシーの平均値は 3.51（標準偏

差 0.80）で，日本人労働者を対象に行った先行研究

の結果と比較をすると平均値はやや低かった（先行

研究の対象者は男性 190 人，ヘルスリテラシーの平

均値は 3.72，標準偏差は 0.68）[7]． 国内の一般市

民を対象とした先行研究の結果と比較をしても，本

研究の対象者のヘルスリテラシーの平均値は低かっ

た（先行研究の対象者は男女 712 人，ヘルスリテラ

シーの平均値は 3.59，標準偏差は 0.62）[12]．以上

のことから，本研究の対象者は，ヘルスリテラシー

が不十分で健康行動が起こりにくいハイリスク者が

多かったと考える． 

次に，多重ロジスティック回帰分析の結果，ヘル

スリテラシーと生活習慣との間に有意な関連はみら

れなかった．先行研究では，ヘルスリテラシーが高

いほど，より健康的な生活習慣（食習慣と運動習慣）

を送っていることが示唆されている[13,14]．本研究

では，3 年間連続で受診勧奨の該当となった者を対

象としたため，もともとヘルスリテラシーが相対的

に低く，健康的な生活習慣の少ない者ばかりが集ま

った集団となっていた可能性がある．このため，こ

れらの変数の分布が偏り両者に有意な関連が見られ

にくくなっていた可能性がある．ただし，単変量分

析では，食習慣はヘルスリテラシーと有意に関連し

ていたが，多重ロジスティック回帰分析で年齢を調

整すると有意な関連が見られなくなった．これは，

年齢が食習慣と有意に関連していたため（カイ二乗

検定，P=0.002，表なし）であると考えられる． 

一方，主観的健康感は，対象者のヘルスリテラシ

ーと有意に関連していた．先行研究でもヘルスリテ

ラシーと主観的健康感には有意な関連が示唆されて

おり，本研究の結果もそれと一致するものである

[15]．  

最後に，本研究に関連する限界について述べる．

まず，本研究は横断研究であるため，受診勧奨対象

者のヘルスリテラシーと生活習慣，主観的健康感と

の関連について明確な因果関係を明らかにできない．

二つ目に，本研究は自記式質問紙を用いて調査した

ため，思い出しバイアスの影響を受けた可能性があ

り，現状を正しく調査できなかった可能性がある．

三つ目に，健康アウトカムとして用いた主観的健康

感は，自分の健康状態を主観的に評価する指標であ

るため，対象者の客観的な健康状態とは異なる可能

性がある．客観的な健康状態を評価するために，今

後は BMI や血液検査結果等の身体的指標も健康ア

ウトカムに含めてヘルスリテラシーとの関連を検証

する必要がある．四つ目に，対象者の生活習慣は，

調査対象とした健康保険組合が独自で用いている生

活習慣に関する問診項目に基づいており，標準化さ

れた尺度を用いなかった．信頼性・妥当性が確認さ

れた尺度ではなかったため，対象者の生活習慣を正

確に評価できなかった可能性がある．五つ目に，本

研究の対象者は単一の健康保険組合に加入している

社員で，分析対象は男性のみであった．健康保険組

合によって労働環境や社員の平均年齢，男女比等が

異なるため，同じ自記式質問紙を用いて調査をして

も，調査対象が変わればヘルスリテラシーと各要因

との関連性は変わる可能性がある．今後は，解析対

象に女性も含めて複数の健康保険組合や企業で調査

し，検討する必要がある．六つ目に，本研究では，

受診勧奨対象者に該当しない社員（一般社員）のヘ

ルスリテラシー，主観的健康感，生活習慣を調査し

ていないため，受診勧奨対象者の調査結果を一般社

員の結果と比較することができない．今後は，一般

社員も含めて調査し，ヘルスリテラシーと各要因と

の関連を検討する必要がある．さらに，本研究のサ

ンプルサイズは相対的に小さく自記式質問紙への回

答率も低かった．以上から，本研究の結果の一般化

可能性については慎重に検討すべきと考える． 

 

5 結語 

3 年間，受診勧奨指示に従わなかった日本人男性

労働者のヘルスリテラシーは一般の労働者や一般市
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民と比べて低かった．一方，このような対象者にお

いても，ヘルスリテラシーは，健康アウトカムの一

つである主観的健康感と有意な正の関連をもつこと

が示唆された． 

今後は，ヘルスリテラシーに配慮した情報発信を

し，受診行動や健康行動を促すとともに，ヘルスリ

テラシー向上のための教育を検討していくことによ

って，ハイリスク者である受診勧奨対象者の主観的

健康感が効率的・効果的に改善されることが期待さ

れる． 

 

 

 

表 1. ヘルスリテラシーの高い対象者と低い対象者の基本属性 
    

      

変数 カテゴリー 
合計 

（n=103） 

ヘルスリテラシー 

人数(%) 高い 

(n=62) 

低い 

(n=41) 

pa 

社会経済状況           

   年齢 (歳) 45＞ 58(56.3) 41(66.1) 17(41.5) 0.013 

 
45≦ 45(43.7) 21(33.9) 24(58.5) 

 

      
   配偶者の有無 あり 80(77.7) 50(80.6) 30(73.2) 0.373 

 
なし 23(22.3) 12(19.4) 11(26.8) 

 

      
   子どもの有無 あり 73(70.9) 46(74.2) 27(65.9) 0.362 

 
なし 30(29.1) 16(25.8) 14(34.1) 

 

      
   同居人の有無 あり 79(76.7) 50(80.6) 29(70.7) 0.244 

 
なし 24(23.3) 12(19.4) 12(29.3) 

 

      
   経済的なゆとり感 ゆとりがある 56(54.4) 37(59.7) 19(46.3) 0.183 

 
ゆとりがない 47(45.6) 25(40.3) 22(53.7) 

 

      
   標準報酬月額 平均月収 44 万円以上 60(58.3) 41(66.1) 19(46.3) 0.046 

 
平均月収 44 万円未満 43(41.7) 21(33.9) 22(53.7) 

 

      
   職務内容 管理職 37(35.9) 24(38.7) 13(31.7) 0.468 

 
非管理職（営業職、事務職、その他） 66(64.1) 38(61.3) 28(68.3) 

 

      
主観的健康感 高い 41(39.8) 33(53.2) 8(19.5) 0.001 

 
低い 62(60.2) 29(46.8) 33(80.5) 

 
生活習慣 

     
   食習慣 健康的な食習慣 57(55.3) 40(64.5) 17(41.5) 0.021 

 
不健康な食習慣 46(44.7) 22(35.5) 24(58.5) 

 

      
   運動習慣 健康的な運動習慣 46(44.7) 29(46.8) 17(41.5) 0.596 

 
不健康な運動習慣 57(55.3) 33(53.2) 24(58.5) 

 

      
   飲酒習慣 飲む 81(78.6) 51(82.3) 30(75.0) 0.376 

 
飲まない 21(20.4) 11(17.7) 10(25.0) 

 

      
   喫煙習慣 タバコを吸う 38(36.9) 20(32.3) 18(43.9) 0.231 

  タバコを吸わない もしくは 禁煙した 65(63.1) 42(67.7) 23(56.1)   

a) P 値は、カイ二乗検定による 
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表 2. ヘルスリテラシーと生活習慣との関連 
   

    

  
多重ロジスティック回帰分析 

調整オッズ比 a 95%信頼区間 p 

食習慣 
   

 健康的な食習慣 1.688 0.977-2.915 0.06 

 不健康な食習慣 1.000  - - 

    
運動習慣 

   
 健康的な運動習慣 1.083 0.657-1.784 0.755 

 不健康な運動習慣 1.000  - - 

    
飲酒習慣 

   
 あり 1.142 0.615-2.122 0.673 

 なし 1.000  - - 

    
喫煙習慣 

   
 あり 1.088 0.594-1.992 0.786 

 なし 1.000  - - 

    
a) 各生活習慣において、健康的な生活習慣を送っている群と送っていない群で比較をしたヘルスリテラシーのオッズ比（年齢で

調整） 

 

 

 

表 3.  ヘルスリテラシーと主観的健康感との関連 
   

    

  
多重ロジスティック回帰分析 

調整オッズ比 a 95%信頼区間 p 

 高い 1.858 1.038-3.328 0.037 

 低い 1.000  - - 

        

a) 主観的健康感が低い群と高い群で比較をしたヘルスリテラシーのオッズ比（年齢で調整） 
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付録. 食習慣と運動習慣に関する質問項目 

1. 食習慣 

1 朝食をほぼ毎日とる 

2 栄養のバランスを考えている 

3 食事を１日３回ほぼ決まった時間に食べる 

4 間食、夜食が習慣になっている 

5 ゆっくりよくかんで食べる 

6 食事は就寝２時間前までに終わらせる 

7 塩辛いものをよく食べる 

8 緑黄色野菜をよく食べる 

9 果物をよく食べる 

10 毎食、ごはん、パン、麺のいずれかを食べる 

11 毎食、蛋白質食品を食べる 

12 こってりした肉料理をよく食べる 

13 フライやトンカツなど油で揚げたものをよく食べる 

14 海藻類や小魚をよく食べる 

15 乳製品（牛乳、ヨーグルト、チーズ）をよく食べる 

16 インスタント食品や加工食品をよく食べる 

17 洋・和菓子、スナック菓子を平均して１日２種類（個）以上食べる 

  2. 運動習慣 

1 歩くことが好きである 

2 通勤に歩行や自転車を取り入れている 

3 １日１回は１０分以上歩いている 

4 1 時間程度歩いても疲れない 

5 現在、余暇に月１回以上スポーツをしている 

6 山や海、川など自然の中で過ごすことが好きである 

7 学生時代に運動関係のクラブ活動をしていた 

8 仕事や家事で身体を動かすことが多い 

9 外出する機会が多い 
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原著論文 

プライマリ・ケアで用いられる医学用語の誤解に関する 

市民と医療者の認知の差 

 

孫大輔 1), 平澤南波 2) 

 

1) 東京大学大学院医学系研究科医学教育国際研究センター 

2) 国立国際医療研究センター国府台病院 

 

 

抄録 

さまざまな医学用語が市民に正しく理解されていないことが報告されているが，それら不正確な理解

（誤解）を医療者がどのくらい認知しているのかに関する研究は少ない．本研究では，プライマリ・ケア領

域でよく使用される医学用語に対する市民の誤解と，医療者によるそれらの誤解の認知率および予想

率との差を明らかにすることを目的とした．「貧血」「腫瘍」「糖尿病」「ショック」「炎症」「頓服」「インフルエ

ンザ」「抗生剤」「ステロイド」「認知症」の 10 語を選び，プライマリ・ケアに従事する医療専門職および市

民に対してウェブ調査を行い，市民の誤解率と医療者の誤解の認知率・予想率を比較した．結果は，ほ

とんどの用語において，市民の誤解率よりも医療者の誤解の認知率および予想率は高い値となってい

た．しかしながら，「貧血」「ショック」「頓服」などの誤解内容の一部に関しては医療者の予想と同程度か

それ以上に，市民が誤解しているものも認めた．医療者が認知しているよりも，市民のプライマリ・ケアに

関する医学用語の正しい理解は普及している可能性があるが，一部の医学用語に関しては，いまだ誤

解も多いため診療場面での使用に際して配慮が必要である． 

 

キーワード：医学用語，認知度，理解度，誤解，プライマリ・ケア 

 

1 緒言 

 医師と患者のコミュニケーションにおい

ては，医師による専門的な医学用語の使用

が障害の大きな要因となる．2004 年に国立

国語研究所が実施した国民 3,090 人に対す

る世論調査では，84.3%の人が，病院で使

われる言葉の中に言い換えたり説明を加え

たりしてほしい言葉があると回答した [1]．

医学・医療の進歩や専門分化に伴い，非専

門家にとっては難解な外来語やアルファベ

ットの略語が急速に増えてきているのも事

実であり，そうした専門用語の増加も理解

を妨げていると思われる．医師の診察を受

けた 3,090 人を対象とした調査では，1,117

人（36.1%）の人が理解困難な医学用語の

使用があったと答え，それには外来語や英

語の医学略語が多く含まれていた [2]． 

 2009 年に国立国語研究所が発表した報

告では，医療現場でよく使われている 100

語について，一般国民を対象に，それぞれ
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の医学用語をどれだけ認知しているか（認

知率），意味をどれだけ理解しているか（理

解率），誤解がどれだけ広がっているか（誤

解率）を，約 4,300 人を対象にインターネ

ットによって調査した [3]．その結果，認知

率が低い用語として，イレウス（12.5%），

生検（43.1%），重篤（50.3%）などがあっ

た．また，認知率が高いのに理解率が低い

用語として，頓服（認知率：82.6%，理解

率：46.9%），ウイルス（99.7%，64.6%），

腫瘍（99.1%，76.0%）などがあり，医師が

説明して患者が分かったつもりになってい

ても，実は誤解しているという場合も多く

あると考えられる．また，誤解が多い医学

用語には，プライマリ・ケアの診療場面で

使われる用語（ウイルス，頓服など）が多

く使われていることも特徴であり，患者が

最初に受診するプライマリ・ケアの診療に

おいて，医療者が使う言葉の意味が誤解さ

れることの弊害は大きいと思われる． 

 国立国語研究所の調査以外では，小児科

外来における保護者の医学用語の理解度調

査 [4, 5]，腹膜透析患者を対象にした腹膜

透析関連の医学用語に対する小規模調査 

[6]，術前オリエンテーションにおける患者

の理解不足に関する研究 [7]などが実施さ

れているが，患者の医学用語の誤解に関し

て，医療者がどのくらい認知したり，予測

したりしているかについての研究はほとん

どなされていない．医療者が患者の医学用

語の理解度に関して正しく認知していない

と，疾患や治療内容の説明場面において，

相手の理解を踏まえた適切なコミュニケー

ションを行うことは難しいと思われる．ま

た，医学用語の理解に関する市民と医療者

の認知差に関する先行研究は存在するもの

の [8]，プライマリ・ケアでよく用いられる

用語に関して，主にプライマリ・ケアに従

事する医療者を対象に行われた研究は少な

い． 

 本研究の目的は，プライマリ・ケアでよ

く用いられる医学用語に関して，市民の誤

解率と，それらに対する医療者の認知率や

予想率を比較し，両者の認知の差を明らか

にしようとするものである．本研究の成果

が普及することで，医療面接におけるコミ

ュニケーションの質の向上に資するものと

考えらえる． 

 

 

2 方法 

 研究の対象とする医学用語の選定にあた

り，プライマリ・ケアを専門とする医師（筆

頭著者）が通院歴のある患者 3 名にヒアリ

ングを行い，プライマリ・ケアの診療場面

でよく使われる医学用語のうち典型的な

10 語を選ぶという観点で，ディスカッショ

ンしながら用語を検討した．医学用語の候

補は，国立国語研究所の「病院の言葉」調

査において誤解率（認知率と理解率の差）

が高かった 68 語とし，その中から 9 語（「貧

血」「腫瘍」「糖尿病」「ショック」「炎症」

「頓服」「インフルエンザ」「抗生剤」「ステ

ロイド」）を選んだ．また「認知症」を新た

に付け加え，計 10 語とした．選定した 10

語に関して，市民向け，医療者向けにそれ

ぞれ，SurveyMonkey®を用いた無記名式の

ウェブ調査を設計した．調査は 2 回に分け

て実施し，第 1 回調査では，2015 年 1〜2

月にかけて，市民を対象とした各医学用語

の認知率と理解率，および用語ごとの複数

の内容の誤解率と，医療者を対象とした用
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語ごとの患者の誤解内容の認知率に関する

調査を行った．第 2 回調査では，2016 年 5

〜6 月にかけて，医療者を対象とした各用

語の患者の誤解の予想率に関する調査を行

った．基本的属性として，市民は年齢，性

別, 患者経験の有無（入院歴・通院歴の有

無）を，医療者は年齢，性別，職種，経験

年数，勤務場所（診療所・クリニック／地

域中小病院／総合病院・高度専門病院／そ

の他）を尋ねた．国籍については尋ねてい

ない．ウェブ調査への参加は，各種メーリ

ングリストや SNS（Facebook®）で，医療

従事者および市民や患者が参加しているコ

ミュニティに投稿する形で呼びかけられた．

調査への参加は自由意思に基づくこと，回

答しなくても特に不利益は生じないことな

どを明示して募集がなされた． 

 実際の質問項目は，国立国語研究所の「病

院の言葉」調査を参考に作成した．市民対

象のものは，各用語の認知度（「○○」とい

う言葉を見たり聞いたりしたことがある

か？），理解度（「○○」という言葉が「△

△」という意味だと知っていたか？），およ

び誤解の内容（以下の不正確な理解のうち，

そのように理解していたものをすべて選ぶ）

を問うものとした．医療者対象のものは，

第 1 回調査では，各用語の患者の誤解の内

容について認知していたものを問うもの

（「○○」について，患者は以下のような誤

解をしていると報告があるが，知っていた

ものをすべて選ぶ）とした．第 2 回調査で

は，各用語の患者の誤解の内容について，

誤解率を予想するもの（「○○」について，

患者は以下のような誤解をしていると報告

があるが，それぞれ何％の患者が誤解して

いるか）とした．なお，医療者対象に，市

民の誤解の認知率に加えて，その予想率の

調査を行なった理由として，誤解の認知を

問う第 1 回調査の質問では，医療者が過去

に一度でも患者から聞いたことのある誤解

に関する選択肢が選ばれてしまうため，医

療者による市民の誤解率の見積り（誤解の

予想率）よりも高い値が出ることが予想さ

れたためである．質問項目全体の 8 割未満

しか回答のないものは，分析においてケー

スごと除外した．第 1 回調査の結果では，

各医学用語の誤解の内容に対して医療者が

認知していたものの割合を計算し，第 2 回

調査の結果では，各医学用語の誤解の内容

に対して医療者が挙げた予想の割合の平均

を計算した．記述統計の算出において，統

計ソフト SPSS® Statistics Ver. 23 を使用

した． 

 倫理的配慮として，日本医学教育学会研

究倫理指針に基づく形で研究計画を立案し，

研究参加者の権利の保護と情報管理に十分

配慮した上で実施した． 

 

 

3 結果 

3.1. 回答者の基本的属性 

 表 1 および表 2 は，回答者である市民と

医療者の基本的属性を示したものである．

有効回答率は，市民が 87.8%（151/172），

医療者の第 1 回調査が 87.8%（151/172），

第 2 回調査が 78.0%（142/182）であった． 

 回答した市民の年齢は，中央値が 44 歳

（最小 20 歳，最大 67 歳）であった．男女

比は男性 30.5%（46/151），女性 69.5%

（105/151）と女性の比率が高くなった．ま

た，患者経験のある市民の割合も比較的高

く，入院歴のある市民が 65.6%，通院中あ
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るいは過去に通院歴のある市民が 48.3%，

急性疾患のみでしか受診したことのない市

民は 25.2%にとどまった． 

 第 1 回調査で回答した医療者の年齢は，

中央値が 45 歳（最小 21 歳，最大 78 歳）

であった．男女比は，男性 62.9%（95/151），

女性 37.1%（56/151）と男性の比率が高く

なった．専門職としての経験年数は中央値

18 年（最小 1 年，最大 53 年）であった．

職種の内訳は，医師が 70.9%と多くを占め，

次に看護師（9.5%），薬剤師（4.7%）など

13 職種が並んだ．勤務場所は，診療所・ク

リニック（39.0%）と地域中小病院（26.0%）

など，プライマリ・ケアに従事するものが

多くを占めた．第 2 回調査で回答した医療

者の年齢は，中央値が 42.5 歳（最小 24 歳，

最大 76 歳），男女比は男性 50.7%（72/142），

女性 49.3%（70/142）と約半数ずつとなっ

た．経験年数は中央値 16 年（最小 0 年，最

大 50 年）であった．職種の内訳は，第 1

回調査と同様に医師が 55.6%と過半数を占

め，次に看護師（16.2%），薬剤師（7.7%）

など 12 職種が並んだ．勤務場所は，診療所

（32.4%）と地域中小病院（19.0%）を合わ

せて過半数となった． 

 

3.2. 市民の各医学用語の認知率と理解

率 

 表 3 に，市民の各医学用語の認知率と理

解率を示した．ほとんどの医学用語は認知

率が 99%以上となったが，「頓服」のみ認知

率が 94%と相対的に低めとなった．各医学

用語の理解率は認知率と比べると全体に低

値傾向となり，低いものから挙げると，「シ

ョック」（43.3%），「腫瘍」（54.0%），「ステ

ロイド」（57.0%），「貧血」（66.9%），「頓服」

（66.9%），「炎症」（68.2%）などであった． 

 

3.3. 各医学用語の誤解に関する市民と

医療者の認識の差 

 表 4 は，各医学用語に対する市民の誤解

率と，医療者の誤解の認知率および誤解の

予想率を，誤解の内容ごとに比較したもの

である．市民の誤解率に比較して，医療者

の誤解の認知率と予想率は同様の傾向を示

した．すなわち，一部のものを除き，多く

の誤解内容に関して，市民の誤解率よりも，

医療者の誤解の認知率および予想率はかな

り高い値となった． 

 まず，市民の誤解率と医療者の誤解の認

知率の比較について検討する．以下，それ

ぞれの数値を示すときには「市民の誤解率」

を「誤解率」，「医療者の誤解の認知率」を

「認知率」とする．両者の割合の差が比較

的小さかった誤解内容は，「貧血」の「2. 鉄

分が足りない状態」（誤解率 62.9%，認知

率 55.0%），「ショック」の「2. 急な刺激を

受けること」（誤解率  43.7%，認知率 

49.7%），「炎症」の「2. 炎症はすべて，で

きるだけ早く治した方がよい」（誤解率 

51.0%，認知率 54.3%），「頓服」の「2. 包

装紙にくるんだ薬のこと」（誤解率 13.2%，

認知率 15.2%），「インフルエンザ」の「2. イ

ンフルエンザ菌によって感染する病気」（誤

解率 35.1%，認知率 41.0%）と「3. イン

フルエンザには解熱剤を使ってはいけない」

（誤解率 16.6%，認知率 13.2%），「認知症」

の「4. 重症になると妄想や徘徊，暴言，暴

力など困った症状が起こる」（誤解率 

62.3%，認知率 68.2%）などであった．そ

の他の誤解内容のほとんどにおいて，市民

の誤解率よりも，医療者の誤解の認知率が
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上回っていた．逆に，市民の誤解率が医療

者の誤解の認知率よりも大きく上回ってい

たものは，「ステロイド」の「3. 使う期間

は短くしたいものである」（誤解率 68.9%，

認知率 41.1%）のみであった． 

 次に，市民の誤解率と医療者の誤解の予

想率の比較について検討する．以下，それ

ぞれの数値を示すときには「市民の誤解率」

を「誤解率」，「医療者の誤解の予想率」を

「予想率」とする．両者の割合の差が比較

的小さかった誤解内容は，「貧血」の「1. 立

ちくらみやめまいのこと」（誤解率 72.8%，

予想率 68.5%）と「2. 鉄分が足りない状態」

（誤解率 62.9%，予想率 56.0%），「ショッ

ク」の「2. 急な刺激を受けること」（誤解

率 43.7%，予想率 45.6%），「頓服」の「2. 

包装紙にくるんだ薬のこと」（誤解率 

13.2%，予想率 18.9%），「インフルエンザ」

の「2. インフルエンザ菌によって感染する

病気」（誤解率 35.1%，予想率 39.2%），「認

知症」の「4. 重症になると妄想や徘徊，暴

言，暴力など困った症状が起こる」（誤解率 

62.3%，予想率 66.4%）などであった．そ

の他の誤解内容のほとんどにおいて，市民

の誤解率よりも，医療者の誤解の予想率が

上回っていた．逆に市民の誤解率が医療者

の誤解の認知率よりも大きく上回っていた

ものは，「ステロイド」の「3. 使う期間は

短くしたいものである」（誤解率 68.9%，

予想率 53.3%）のみであった． 

 「糖尿病」や「抗生剤」の誤解内容に関

しては，ほぼすべてにおいて，実際の市民

の誤解率より，医療者の誤解の認知率およ

び予想率が大きく上回る傾向を認めた． 

 

 

4 考察 

 本研究の結果から，プライマリ・ケアに

おいてよく使われる代表的な医学用語の多

くの誤解内容に関して，実際の市民の誤解

率よりも，医療者の認知や予想が上回って

いる可能性が示唆された．すなわち，これ

らの医学用語に関しては医療者が予想して

いるよりも，市民の正しい理解が普及して

いる可能性がある．なお，医療者対象に，

市民の誤解の認知率に加えて，その予想率

の調査を行なった理由は，誤解の認知を問

う質問では，医療者が過去に一度でも患者

から聞いたことのある誤解に関する選択肢

が選ばれてしまうため，医療者による市民

の誤解率の見積り（誤解の予想率）よりも

高い値が出ることが予想されたためである．

しかしながら，結果として医療者の誤解の

認知率と予想率は同様の傾向を示していた． 

 国立国語研究所の 2009 年の全国調査で

は，今回対象とした医学用語のうち「認知

症」を除く 9 語に関して認知率と理解率が

約 4,300 人のデータから示されており [3]，

「貧血」の認知率と理解率はそれぞれ

99.7%，77.0%，「腫瘍」はそれぞれ 99.1%，

76.0%，「糖尿病」はそれぞれ 99.5%，87.5%，

「ショック」はそれぞれ 94.4%，43.4%，「炎

症」はそれぞれ 98.4%，77.4%，「頓服」は

それぞれ 82.6%，46.9%，「インフルエンザ」

はそれぞれ 99.8%，81.5%，「抗生剤」はそ

れぞれ 79.3%，72.8%，「ステロイド」はそ

れぞれ 93.8%，44.1%であり，表 3 と比較

しても今回の結果と著明な差を認めない．

今回のデータはサンプル数が少ないという

限界があるものの，医学用語のリテラシー

に関しては，先行研究と大きく異なる集団

ではないと考えられる． 
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 吉田らが行った医師と市民の間の医療用

語の認知の差異に関する研究では，今回対

象とした医学用語の多くに関して，市民の

認知と，医師の推定する患者の認知の差が

調べられている [8]．市民 315 人の認知度

と医師 211 人が推定する認知度はそれぞれ，

「貧血」が 83.2%，72.5%，「腫瘍」が 68.6%，

71.1%，「糖尿病」が 81.6%，85.3%，「ショ

ック」が 60.0%，43.6%，「炎症」が 80.6%，

66.4%，「頓服」が 53.7%，62.1%，「ステロ

イド」が 59.7%，52.1%となっており，「頓

服」を除き，両者の認知はほぼ同程度か，

医師の推定よりも市民の認知は上回ってい

た．ほとんどの用語において市民の理解度

が半数を超えていることは，本研究の結果

と矛盾しない．吉田らの研究においては，

治験に関する用語や薬剤副作用に関する用

語の市民の理解度は低かったことから，プ

ライマリ・ケアで使われる医学用語に関し

ては，市民の認知と理解がある程度普及し

ている可能性が示唆される．しかしながら，

今回の研究はインターネット調査によるサ

ンプリングのため対象集団が比較的年齢が

若いこと，また，サンプル数が不十分なた

め，結果の解釈の一般化には十分な注意が

必要である． 

 Tokuda らは，医師が使う専門用語でどの

ようなものが患者にとって理解しにくいか

を 1,117 人を対象にした横断調査で調べて

いるが，喀痰細胞診のような技術的用語，

クリニカル・パスのような外来語，EBM の

ような英語の略語が挙げられている [2]．本

研究で対象とした医学用語には，「ステロイ

ド」が比較的分かりにくい外来語として相

当するであろう．「ショック」も外来語であ

るが，日常用語で異なる意味で使用されて

いるため，誤解が多い用語である．この 2

つの外来語は，本研究においても市民の理

解度がそれぞれ 57.0%，43.3%と比較的低

い値となっていた． 

 今回の研究では，回答した医療者の大半

が医師であったが，職種が混在しているこ

とも結果に影響したと考えられる．Yoshida 

& Yoshida の報告では，市民の医学用語の

認知の推定において，医師と看護師で異な

ることが報告されており，おおむね看護師

の方が医師よりも市民の認知度を高く推定

する傾向が示された [9]．本研究では，職種

ごとのサンプル数が不足しているため詳し

い解析をしていないが，今回の結果は職種

による異なる反応が混在している可能性が

ある． 

 本研究は，プライマリ・ケアにおける医

学用語の誤解の内容に関して，市民と医療

者の認知の差に焦点を当てて分析した．用

語自体の認知度のみならず，それぞれの誤

解内容に関して市民と医療者の認知の差を

調べたのは本研究が初めてと考えられる．

本研究により，これらの用語に関する市民

の理解率はおおむね高い傾向を示したが，

その中でも，「腫瘍」「ショック」「頓服」「ス

テロイド」などの用語は理解率が比較的低

いこと，「貧血」「ショック」「頓服」などの

誤解内容の一部に関しては医療者の予想と

同程度かそれ以上に，市民が誤解している

ことも明らかとなった． 

 本研究の限界として，サンプル数が大き

くないこと，インターネットを介したウェ

ブ調査であるため高齢者が少ないことが挙

げられる．特に対象集団の年齢が比較的若

いことは，プライマリ・ケアの診療で実際

には多くの割合を占める高齢患者の実態か
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ら離れている可能性があり，結果の解釈の

一般化には一定の限界がある．また，市民

の属性で入院歴・通院歴のある人が半数以

上を占めており，医療リテラシーの比較的

高い人が本研究に参加したと考えられる．

今後より大規模で，幅広い年齢層を含む対

象者に同様のテーマで研究を実施すること

で，本研究の結果の妥当性を確認すること

が必要と考えられる． 

 

5 結語 

 プライマリ・ケアでよく使われる用語に

関しては，医療者が予想するほど市民はそ

の意味を誤解していない可能性がある．し

かしながら，「貧血」「腫瘍」「ショック」「頓

服」「ステロイド」などの用語に関しては，

先行研究と同様，一定の誤解が存在すると

考えられた．医療者にとって日常の診療場

面でこれらの用語を使う際，患者が不正確

な理解のままに診療を進めていないか，患

者と十分にコミュニケーションを取り，確

認しながら診察を進めることが重要である． 
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表 1. 市民である回答者の基本的属性 

  

性別 
合計 (n=151) 

  

男性（n=46） 女性（n=105） 

年齢 20〜29 歳 5 (10.9%) 10 (9.5%) 15 (9.9%) 

 

30〜39 歳 12 (26.1%) 27 (25.7%) 39 (25.8%) 

 

40〜49 歳 11 (23.9%) 36 (34.3%) 47 (31.1%) 

 

50〜59 歳 11 (23.9%) 21 (20.0%) 32 (21.2%) 

 

60〜69 歳 7 (15.2%) 11 (10.5%) 18 (11.9%) 

患者経験 入院歴あり 28 (60.9%) 71 (67.6%) 99 (65.6%) 

 

通院歴あり 18 (39.1%) 55 (52.4%) 73 (48.3%) 

  急性期受診のみ 15 (32.6%) 23 (21.9%) 38 (25.2%) 
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表 2. 医療者である回答者の基本的属性 

  
第 1回調査 

 
第 2回調査 

  
性別 

合計 (n=151)  
性別 

合計 (n=142) 

  
男性（n=95） 女性（n=56） 

 
男性（n=72） 女性（n=70） 

年齢 20〜29 歳 4 (4.2%) 6 (10.7%) 10 (6.6%) 

 
6 (8.3%) 5 (7.1%) 11 (7.7%) 

 
30〜39 歳 27 (28.4%) 14 (25.0%) 41 (27.2%) 

 
25 (34.7%) 19 (27.1%) 44 (31.0%) 

 
40〜49 歳 29 (30.5%) 21 (37.5%) 50 (33.1%) 

 
22 (30.6%) 28 (40.0%) 50 (35.2%) 

 
50〜59 歳 23 (24.2%) 12 (21.4%) 35 (23.2%) 

 
9 (12.5%) 16 (22.9%) 25 (17.6%) 

 
60〜69 歳 8 (8.4%) 3 (5.4%) 11 (7.3%) 

 
8 (11.1%) 2 (2.9%) 10 (7.0%) 

 
70〜79 歳 4 (4.2%) 0 (0.0%) 4 (2.6%) 

 
2 (2.8%) 0 (0.0%) 2 (1.4%) 

経験年数 1〜9年 13 (13.8%) 9 (16.4%) 22 (14.8%) 

 
11 (15.5%) 18 (26.1%) 29 (20.7%) 

 
10〜19 年 32 (34.0%) 21 (38.2%) 53 (35.6%) 

 
34 (47.9%) 20 (29.0%) 54 (38.6%) 

 
20〜29 年 27 (28.7%) 14 (25.5%) 41 (27.5%) 

 
15 (21.1%) 22 (31.9%) 37 (26.4%) 

 
30〜39 年 16 (17.0%) 11 (20.0%) 27 (18.1%) 

 
8 (11.3%) 8 (11.6%) 16 (11.4%) 

 
40〜49 年 5 (5.3%) 0 (0.0%) 5 (3.4%) 

 
2 (2.8%) 1 (1.4%) 3 (2.1%) 

 
50〜59 年 1 (1.1%) 0 (0.0%) 1 (0.7%) 

 
1 (1.4%) 0 (0.0%) 1 (0.7%) 

職種 医師 81 (87.1%) 24 (43.6%) 105 (70.9%) 

 
59 (81.9%) 20 (28.6%) 79 (55.6%) 

 
看護師 2 (2.2%) 12 (21.8%) 14 (9.5%) 

 
0 (0.0%) 23 (32.9%) 23 (16.2%) 

 
保健師 0 (0.0%) 1 (1.8%) 1 (0.7%) 

 
0 (0.0%) 5 (7.1%) 5 (3.5%) 

 
薬剤師 3 (3.2%) 4 (7.3%) 7 (4.7%) 

 
4 (5.6%) 7 (10.0%) 11 (7.7%) 

 
理学療法士 1 (1.1%) 1 (1.8%) 2 (1.4%) 

 
0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 

 
作業療法士 1 (1.1%) 5 (9.1%) 6 (4.1%) 

 
4 (5.6%) 2 (2.9%) 6 (4.2%) 

 
言語聴覚士 0 (0.0%) 1 (1.8%) 1 (0.7%) 

 
0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 

 
ケアマネージャー 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 

 
1 (1.4%) 1 (1.4%) 2 (1.4%) 

 
管理栄養士 0 (0.0%) 1 (1.8%) 1 (0.7%) 

 
1 (1.4%) 2 (2.9%) 3 (2.1%) 

 
臨床心理士 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 

 
1 (1.4%) 1 (1.4%) 2 (1.4%) 

 
歯科医師 2 (2.2%) 1 (1.8%) 3 (2.0%) 

 
1 (1.4%) 0 (0.0%) 1 (0.7%) 

 
臨床検査技師 1 (1.1%) 0 (0.0%) 1 (0.7%) 

 
0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 

 
助産師 0 (0.0%) 1 (1.8%) 1 (0.7%) 

 
0 (0.0%) 2 (2.9%) 2 (1.4%) 

 
あはき師 1 (1.1%) 0 (0.0%) 1 (0.7%) 

 
0 (0.0%) 1 (1.4%) 1 (0.7%) 

 
医療事務 0 (0.0%) 1 (1.8%) 1 (0.7%) 

 
0 (0.0%) 3 (4.3%) 3 (2.1%) 

 
その他 1 (1.1%) 3 (5.4%) 4 (2.6%) 

 
1 (1.4%) 3 (4.3%) 4 (2.8%) 

勤務場所 診療所・クリニック 36 (38.3%) 21 (40.4%) 57 (39.0%) 

 
27 (37.5%) 19 (27.1%) 46 (32.4%) 

 
地域中小病院 27 (28.7%) 11 (21.2%) 38 (26.0%) 

 
14 (19.4%) 13 (18.6%) 27 (19.0%) 

 
総合病院・高度専門病院 27 (28.7%) 7 (13.5%) 34 (23.3%) 

 
24 (33.3%) 16 (22.9%) 40 (28.2%) 

 
その他 4 (4.3%) 13 (25.0%) 17 (11.6%) 

 
5 (6.9%) 21 (30.0%) 26 (18.3%) 



日本ヘルスコミュニケーション学会雑誌2017,8(1):19-30 

 

28 

 

表 3. 市民の各医学用語の認知率と理解率 

    性別 
全体 (n=151) 

    男性（n=46） 女性（n=105） 

貧血 認知率 (%) 100.0  100.0  100.0  

  理解率 (%) 58.7  70.5  66.9  

腫瘍 認知率 (%) 97.8  100.0  99.3  

  理解率 (%) 53.3  54.3  54.0  

糖尿病 認知率 (%) 100.0  100.0  100.0  

  理解率 (%) 76.1  70.5  72.2  

ショック 認知率 (%) 97.8  99.0  98.7  

  理解率 (%) 35.6  46.7  43.3  

炎症 認知率 (%) 100.0  100.0  100.0  

  理解率 (%) 71.7  66.7  68.2  

頓服 認知率 (%) 95.7  93.3  94.0  

  理解率 (%) 62.8  68.7  66.9  

インフルエンザ 認知率 (%) 100.0  100.0  100.0  

  理解率 (%) 97.8  91.4  93.4  

抗生剤 認知率 (%) 100.0  99.0  99.3  

  理解率 (%) 91.3  81.6  84.6  

ステロイド 認知率 (%) 97.8  100.0  99.3  

  理解率 (%) 60.0  55.8  57.0  

認知症 認知率 (%) 97.8  100.0  99.3  

  理解率 (%) 89.1  84.6  86.0  
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表 4. 各医学用語に対する市民の誤解率と医療者の誤解の認知率および誤解の予想率 

 
誤解の内容 

市民の誤解率 

(%) 

医療者 

誤解の認知率 

(%) 

誤解の予想率* 

(%) 

貧血 1. 急に立ち上がったときに立ちくらみを起こ

したり、長時間立っていたときにめまいがする

ことを指す 

72.8 94.7 68.5 

2. 貧血の人は必ず鉄が足りない状態なので、

食事やサプリメントで鉄を補えばよい 
62.9 55.0 56.0 

腫瘍 1. がんと同じものである 21.9 80.8 59.9 

2. 良性の腫瘍であっても、大体の場合やがて

がんになる 
16.6 39.7 38.1 

3. 良性の腫瘍は絶対にがんにならない 23.2 38.4 45.3 

糖尿病 1. 食べ過ぎだけが原因の病気である 8.6 58.9 50.2 

2. 甘いものの取り過ぎで起きる病気である 45.0 94.0 62.4 

3. 食事制限さえすれば治る 21.2 41.1 42.8 

4. 血糖値が上がるだけで、神経や目など臓器

障害は起こさない 
6.0 46.4 42.0 

ショック 1. びっくりすること 26.5 63.6 56.4 

2. 急な刺激を受けること 43.7 49.7 45.6 

3. ひどく悲しんだり落ち込んだりすること 25.8 70.2 56.4 

4. 一時的なもので心配はいらない 14.6 25.8 38.9 

炎症 1. 炎症はすべて、からだにとって有害なもの

である 
37.7 50.3 64.9 

2. 炎症はすべて、できるだけ早く治した方が

よい 
51.0 54.3 68.7 

3. 炎症は完全に止めたり、抑えたりする方が

いい 
28.5 45.7 67.7 

4. 炎症はからだの表面にだけできる 7.9 16.6 36.1 

頓服 1. 鎮痛剤（痛み止め）のこと 26.5 46.4 38.6 

2. 包装紙にくるんだ薬のこと 13.2 15.2 18.9 

3. 解熱剤（熱さまし）のこと 25.8 47.7 37.8 

4. 症状が出たら何度でも飲んでよい 12.6 52.3 42.3 

5. 症状が出ない場合も、決まった時間に飲む 9.9 17.9 21.0 

インフルエ

ンザ 

1. 普通の風邪が重症になったもののことであ

る 
9.9 30.5 27.2 

2. インフルエンザ菌によって感染する病気の

ことである 
35.1 41.0 39.2 

3. インフルエンザには解熱剤を使ってはいけ

ない 
16.6 13.2 27.0 

4. ワクチンを打っていればかからない 18.5 74.8 54.0 

抗生剤 1. 抗生剤は、ウイルスにも効く 31.1 59.6 57.9 

2. 抗生剤は、どんな風邪にも効く 14.6 72.2 59.0 

3. 抗生剤は、ウイルス性のインフルエンザに

も効く 
13.9 42.4 50.7 

4. 抗生剤を飲めばすぐに熱が下がる 18.5 78.1 59.0 

5. 抗生剤を使えばどんな細菌でも退治できる 18.5 65.6 60.9 

ステロイド 1. こわいので使わない方がいい 35.8 88.7 56.0 

2. 必ず副作用が起こる 32.5 63.6 50.5 

3. 使う期間は短くしたいものである 68.9 41.1 53.3 

4. スポーツの筋肉増強剤、ドーピングの薬で

ある 
18.5 27.2 28.0 

認知症 1. アルツハイマー病と同じものである 41.1 60.3 60.2 

2. 物忘れが進行したものである 33.1 77.5 65.8 

3. 認知症は全て治らない病気である 49.0 62.3 70.7 

4. 重症になると、妄想や徘徊、暴言、暴力な

ど困った症状が起こる 
62.3 68.2 66.4 

*医療者の誤解の予想率は各誤解の内容に対する予想の割合の平均をとったもの 
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原著論文 

病気の子どもとそのご家族のための滞在施設は， 

利用者とボランティアにとってどのような意義を持つか 

 

松下 翔¹⁾ 孫 大輔²⁾ 

 

東京大学医学部医学科¹⁾ 

東京大学大学院医学系研究科医学教育国際研究センター²⁾ 

 

 

抄録 

慢性疾患や難病に罹患している患児とその付添い家族のための滞在施設（ホスピタル・ホスピタリテ

ィ・ハウス）が利用者及びボランティアに与える意義を明らかにする目的で質的分析を行った．「ドナル

ド・マクドナルド・ハウス東大」の利用者 3 家族計 4 名に個別インタビュー，ボランティア計 13 名にフォー

カスグループ（4 回）によるインタビューを実施し，逐語録から大谷の SCAT 法により概念を抽出した．利

用者から 24 個のテーマが抽出され，〈背景・現状〉〈ハウスの役割〉〈利用者から見たハウス〉の 3 つのカ

テゴリーと 7 つのサブカテゴリーに分類された．また，ボランティアから 29 個のテーマが抽出され，〈活動

の動機・継続要因〉〈活動の効果〉〈ボランティアから見たハウス〉の 3 つのカテゴリーと 9 つのサブカテゴ

リーに分類された．先行研究で報告されている心身の休息・日常性の回復等の役割に加えて，患児自

身にとっても心身の休息や社会との接点としての役割を果たし，治療のモチベーションとなっていること

が示唆された．また，ボランティアにとっても「ハウス」が「家族的コミュニティとしての場」「ノーマライゼー

ションの実践の場」として機能していることが示唆された． （501 字） 

 

キーワード：ホスピタル・ホスピタリティ・ハウス，利用者，ボランティア，SCAT 法 

 

1 諸言 

近年医療の高度化・専門化・集約化が進み，

慢性疾患や難病を抱える子どもが特定の専門

的医療機関で治療を受けることが増えている．

そのような施設は都市部に集中しているため，

遠方の病院への通院・入院を余儀なくされる

ことがある．馴染みのない土地での連日に渡

る付添いは家族にとって精神的にも経済的に

も多大な負担となっている．ホスピタル・ホ

スピタリティ・ハウス（以下「ハウス」）はそ

のような付添い家族のための滞在施設である．

アメリカでは 1974 年にフィラデルフィアで

第一号となる「ドナルド・マクドナルド・ハ

ウス」が設立された[1]．日本でも民間のボラ

ンティアグループの活動によって 1980 年代

後半から「ハウス」が設立されて以来[1]，同

様の施設が増加し，現在「ファミリーハウス」

「ドナルド・マクドナルド・ハウス」「アフラ

ック・ペアレンツ・ハウス」をはじめ，同様

の滞在施設は 120 か所以上存在している[2]． 
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「ハウス」の役割として井上は①情動的な

サポートの場である，②心身の休息の場であ

る，③家族の日常を維持し生活の負担が軽減

できる場である，④ボランティアから生き様

を学ぶ場である，⑤家族の絆を維持できる場

であると報告している[3]．また岩瀬は利用家

族が困難な状況に置かれながらも「ハウス」

の利用により日常性を回復し，負担の軽減に

つながっていると報告している[4]．しかし，

付添いによる精神的負担を強いられている家

族への調査は，報告が限られている． 

 「ハウス」の運営形態としては，国や厚生

労働省の補助によって設立されたもの[5]と，

その他のもの（民間企業の寄付や団体や個人

の篤志家によって設立されたもの）[6]に大別

され，それぞれ利用実態が調査されている[5，

6]．後者の「ハウス」は財源を国や自治体・

病院に頼らず，企業や市民といった社会が直

接医療を支えている．少子高齢化・医療費の

高騰が進行し，地域医療・在宅医療の推進が

求められている時代の中で市民が直接医療を

支える意義は大きい．しかし，一般市民に対

する「ハウス」の認知度は「具体的な内容ま

で知っている」が 3%にとどまり，「全く知ら

ない」人が過半数の 53％にのぼるなど決して

高いとは言えず[7]，施設によっては運営に必

要な財源やボランティアを確保するのに苦労

している[8]．「ハウス」が継続的に運営され，

さらには増設することによって高まる需要を

満たすためには寄付金やボランティアの増加

が不可欠である[6]． 

ボランティアは自己犠牲を強いるものでは

なく，援助者自身にとっても援助効果がある

と報告されている[9]．また，ボランティアの

継続要因として「ボランティアを仲間と一緒

に行える『楽しみ』だと感じている程，ボラ

ンティア休止希望が低くなる」ことが報告さ

れている [10]．しかし，「ハウス」でボラン

ティアを行うことの意義や継続要因について

の報告は少ない． 

今回の研究の目的は，①利用者家族へのイ

ンタビューを通して，先行研究で報告されて

いるような役割が再現され，また先行研究で

報告されていない新たな役割が概念として抽

出されること，および，②「ハウス」でボラ

ンティア活動を行う方々へのインタビューを

通して，その意義や役割を明らかにすること

である． 

 

2 方法 

2016 年 2 月～3 月にかけて，東京大学附属

病院敷地内に併設されている「ハウス」であ

る「ドナルド・マクドナルド・ハウス 東大」

（以下「東大ハウス」）の利用者 3 家族 4 名に

家族ごとに半構造化面接法による個別インタ

ビューを行った．利用者に関してはプライバ

シーを保持するため，また，より個別性の高

い語りが聞かれる可能性があったため，半構

造化面接法による個別インタビューを 3 家族

4 名に行った．インタビューの対象には患児

は含まず，その保護者のみとした．ボランテ

ィアに関しては 3～4 人によるフォーカスグ

ループインタビューを合計 4 回行った．東大

ハウスのスタッフの方にご協力いただき，研

究にご協力くださる方を紹介していただいた．

東大ハウスで会う約束をし，直接説明を行い，

協力の意思を示した方を対象にインタビュー

を実施した．インタビューの場所は，プライ

バシーの保つことができる東大ハウス内の会

議室で行った．インタビューの所要時間は 45

分～90 分であった．インタビューは医学生で

ある頭著者（S.M.）が行った．医師である共
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著者（D.S.）が事前に頭著者に模擬面接を行

い，面接法のトレーニングを実施した．イン

タビューは対象者の許可を得て IC レコーダ

ーに録音し，逐語録を作成した．逐語録より，

大谷の SCAT (Steps for Coding and 

Theorization) 法を用いて質的分析を行った

[11]．SCAT 法は 4 ステップのコーディング

によってテクストを概念化する手法である．

データ分析はデータ収集と同時進行で行った．

概念化と統合は継時的な見直しを行い，頭著

者と共著者による triangulation を通して妥

当性の確保に努めた．テーマを整理統合した

後，複数のテーマ間で同様の意味を持つもの

を集約してサブカテゴリーを作成し，さらに

サブカテゴリーを集約してカテゴリーを作成

し命名した． 

倫理的配慮として，途中で不快なことがあ

ればいつでもインタビューを中断できること，

個人情報の管理について，データの公開方法，

本研究の趣旨と目的について口頭および書面

にて説明を行い，書面にて同意を得た．なお，

本研究の実施にあたっては，東京大学医学部

倫理委員会の承認を得て実施した（審査番号 

11071）． 

 

3 結果 

3.1 利用者 

インタビュー対象者の属性を表１にまとめ

た．インタビューテクストの分析により，24

個のテーマが抽出され，3 つのカテゴリーと 7

つのサブカテゴリーに集約された（表 2）．利

用者の語りを表 3 にまとめた．カテゴリーは

〈〉，サブカテゴリーは《》，テーマは【】で

囲んで示した． 

 

3.1.1 背景・現状 

カテゴリー〈背景・現状〉は，《病院との関

係》《病室での付添いの現状》の 2 つのサブカ

テゴリーを含んでいた．  

 

サブカテゴリー《病院との関係》は，【病院

からの近接性】【医療者に与える安心】【病院

による情報提供】の 3 つのテーマで構成され

ていた．「ハウス」が病院に近く，何かあれば

いつでも駆けつけられる距離にあることで付

き添う家族のみならず医療者にも安心を与え

ていた．「ハウス」を利用することで面会時間

が増え，医療従事者とより緊密なコミュニケ

ーションを取ることができるようになった例

や，病院の紹介を通じて「ハウス」の存在を

知る例もあり，病院との連携が良好であるこ

とが示唆された． 

 

サブカテゴリー《病室での付添いの現状》

は，【プライバシーの欠如】，【様々な制約】【長

期入院によるストレス】の 3 つのテーマで構

成されていた．人の出入りが多く物音が気に

なる中で周囲に気を遣わなければいけない生

活，消灯やシャワーの時間が決められている

不自由な生活が長期に続くことで患児や付添

い家族に精神的な負担がかかっていた． 

 

3.1.2 ハウスの役割  

 カテゴリー〈ハウスの役割〉は，《ハウスの

設備・ルール》《ハウスの機能・サービス》《患

児への影響》の 3 つのサブカテゴリーを含ん

でいた． 

 

サブカテゴリー《ハウスの設備・ルール》

は，【快適な環境】【日常生活のサポート】【プ

ライバシーの保障】の 3 つのテーマで構成さ

れていた．プライバシーが保障された部屋や
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キッチンの利用を通して，日常生活を取り戻

している様子がうかがえた． 

 

サブカテゴリー《ハウスの機能・サービス》

は，【心身の休息】【利用者同士の交流】【家族

の負担の軽減】【細やかな気配り】【兄弟のシ

ッティング】の 5 つのテーマで構成されてい

た．スタッフやボランティアの細やかな配慮，

同じ境遇にある利用者との交流を通して心身

の休息が得られていた．また，「ハウス」を利

用することで兄弟のシッティングや父親の仕

事と付添いの両立の負担が軽減されていた． 

 

サブカテゴリー《患児への影響》は，【患児

の精神的サポート】【患児自身の心身の休息】

【社会との接点】の 3 つのテーマで構成され

ていた．「ハウス」を利用することで患児と接

する時間が増え，患児との関係がさらに良好

になっていた．また，患児自身が「ハウス」

に外泊を許可される際には，病院と比べて自

由に過ごすことができ心身の休息の時間とな

り，治療へのモチベーションとなっていた．

さらに，入院中は交流関係が限られてしまう

が，「ハウス」を利用することでボランティ

ア・スタッフと交流することができていた． 

 

3.1.3 利用者から見たハウス 

カテゴリー〈利用者から見たハウス〉は，

《ハウスに対する思い》《ハウスに対するニー

ズ》の 2 つのサブカテゴリーを含んでいた． 

 

サブカテゴリー《ハウスに対する思い》は，

【ボランティアへの感謝】【支援・普及活動へ

の意欲】の 2 つのテーマで構成されていた．

「ハウス」をサポートするボランティアやス

タッフへ感謝の念をいだき，認知度向上のた

めに自分たちもできることがあれば協力した

いという姿勢がみられた． 

 

サブカテゴリー《ハウスに対するニーズ》

は，【設備・備品に関する周知の徹底】【短期

利用者へのルールの周知の徹底】【利用期間の

制限の緩和】【利用開始時のサポート体制の充

実】【患児に対する継続的支援の要望】の 5 つ

のテーマで構成されていた．長期利用者から

見ると，短期利用者が「ハウス」のルールを

理解していない面があることや，逆に初めて

利用した際には敷居が高い印象を受けたとい

う語りが得られた．  

 

3.2 ボランティア 

インタビュー対象者の属性を表 4 にまとめ

た．インタビューテクストの分析により，28

個のテーマが抽出され，3 つのカテゴリーと 9

つのサブカテゴリーに分類された（表４）．以

下，ボランティアの語りの分析結果を記す．

カテゴリーは〈〉，サブカテゴリーは《》，テ

ーマは【】で囲んで示した． 

 

3.2.1 活動の動機・継続要因 

カテゴリー〈活動の動機・継続要因〉は，

《内発的動機》，《手段的支援》，《情緒的支援》

の 3 つのサブカテゴリーを含んでいた． 

 

サブカテゴリー《内発的動機》は，【施設へ

の関心】【日常化・習慣化】【自身の体験に基

づく使命感】【東日本大震災以降の関心の高ま

り】の 5 つのテーマで構成されていた．小児

や医療への個人的関心や「ハウス」の理念へ

の共感・自身の体験が活動の契機になる例や，

東日本大震災の影響でボランティアへの関心

が高まっている例がみられた（「東大ハウス」
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の設立は 2011 年 12 月である）．また，ボラ

ンティアが特別なことではなく自然な活動と

して「日常化・習慣化」している例がみられ

た． 

 

サブカテゴリー《手段的支援》は，【確立し

た運営体制】【自分のペースに合わせた活動】

【業務の敷居の低さ】【近接性】の 4 つのテー

マで構成されていた．スタッフが常駐してお

り，シフトや役割分担が明確になっており，

過剰な負担にならない程度の活動頻度（月 2

回，1 回 3 時間）で無理なく継続することが

できる仕組みが整っていた．また，ハウスキ

ーピング業務は日常の家事と類似した活動で

あり，敷居が低く取り組みやすいものとなっ

ていた．また，都合が悪くなると休むことが

出来るなど日程調整・選択の自由があること

も，活動を継続できる要因となっていた． 

 

サブカテゴリー《情緒的支援》は，【スタッ

フによる声かけ】【ボランティア同士の交流】

の 2 つのテーマで構成されていた．利用者と

の直接の交流は少ないものの，スタッフが毎

回声をかけるなどボランティアが活動しやす

いように配慮していた．月 2 回のシフトがあ

る程度固定されていることで，同じシフトの

ボランティアとの良好な人間関係が構築され，

会うのが楽しみになっていた． 

 

3.2.2 活動の効果 

カテゴリー〈活動の効果〉は，《人間的成長》

《自己実現》《生きがい》の 3 つのサブカテゴ

リーを含んでいた． 

 

サブカテゴリー《人間的成長》は，【利用者

の境遇への共感】【責任感の涵養】【接遇の向

上】の 3 つのテーマで構成されていた．病気

の子どもを抱える利用者の存在に思いをはせ，

想像力を働かせることができるようになって

いた．また，ボランティアを継続することで，

後輩を指導するなどの責任を感じるようにな

っていた． 

 

サブカテゴリー《自己実現》は，【創造性の

発揮】【自主性・主体性の伸長】の 2 つのテー

マで構成されていた．業務として定められて

いる役割にとどまらずそれぞれが個性を活か

して利用者のためにできることがないか考え

主体的に活動することで自己実現の機会とな

っていた． 

 

サブカテゴリー《生きがい》は，【精神的充

足】【草の根的社会運動】【自身の境遇への感

謝】の 3 つのテーマで構成されていた．ボラ

ンティアによって感謝されること，一人でで

きることは小さくても積み重ねれば社会に貢

献できるという気づきによって精神的な充足

感を得ることができていた．またボランティ

アをすることができる境遇であることへ感謝

の気持ちを抱いていた． 

   

3.2.3  ボランティアから見たハウス 

カテゴリー〈ボランティアから見たハウス〉

は，《ハウスの意義》《ボランティアとしての

配慮》《ハウスに対するニーズ》の 3 つサブカ

テゴリーを含んでいた． 

 

サブカテゴリー《ハウスの意義》は，【利用

者の支援】【ノーマライゼーションの実践の場】

【家族的コミュニティとしての場】の 3 つの

テーマで構成されていた．「利用者のための施

設」という第一義的な認識だけでなく，誰も
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が活動に参加でき，自分の「居場所」となり

うる場であることが示唆された． 

 

サブカテゴリー《ボランティアとしての配

慮》は，【利用者のプライバシーの配慮】【利

用者にとって快適な環境作り】の 2 つのテー

マで構成されていた．ボランティアとしての

立場を自覚し，気持ちの良い挨拶を心がける

とともに利用者の個別の事情に配慮し立ち入

った話はせず，あくまで「縁の下の力持ち」

として利用者にとって快適な環境を整備する

役割を自覚していた．ボランティア自身にと

っても個別の事情に深入りしないことで精神

的負担なく活動に専念できる利点があった． 

サブカテゴリー《ハウスに対するニーズ》

は，【グリーフケアの研修】【ボランティア層

の拡大】【ボランティア同士の交流の促進】【認

知度向上】【利用者のニーズの共有】の 5 つの

テーマで構成されていた．グリーフケアの研

修や施設の紹介などを行っていないことが明

らかになった．また，退院した子どもを受け

入れる側の存在である子どもにボランティア

を経験させ，知見を広げてもらいたいという

ニーズや割合として少ない外国人・男性ボラ

ンティア層の参加を求める声があった． 

 

4 考察 

4.1 利用者にとっての意義 

利用者の語りを通して，先行研究と同様に

日常性の回復や家族機能の維持のような役割

が概念として抽出された．「ハウス」の存在が，

様々な制約と精神的負担を強いる付添い生活

に安らぎを与えていた．高度先進医療を効率

的に行う上で，医療機関の集約化はさらに進

行すると考えられており [12]，「ハウス」の

果たす役割は今後も大きいと考えられる． 

また，新しい意義として「ハウス」が付添

い家族だけでなく患児自身にとっても心身の

休息の場や社会との接点の場として機能しう

ることが示唆された．長期入院する患児にと

って社会性の発達や self-esteem の形成・就労

支援は大きな課題である[13]．小児病棟にお

ける遊びのボランティア活動の事例で「『医療

関係者ではない普通の人の視点を持つ人間』

がボランティア活動を行うことで，一人ひと

りの子どもに丁寧に関わることができ，専門

職による関わりの“隙間”を埋めることがで

きる」と報告されている[14]．同様に，「ハウ

ス」ボランティアによる【患児に対する継続

的支援の要望】にこたえる活動が広がってい

くことで，医療関係者や院内学級，保育士な

どの専門職の“隙間”を埋め社会性を発達さ

せる場として「ハウス」が機能しうると考え

られる．今回は「ハウス」の取材に協力する

ことで患児自身が「してもらう」立場から「し

てあげる」立場になる喜びがあるという

self-esteem の形成への寄与が示唆される語

りが得られた． 

また，日本では施設利用者の 3 割で患児自

身が「ハウス」を利用しており[15]，退院前

の試験外泊の場として「ハウス」が機能しう

ると報告されている[5]が，アメリカでは日本

より積極的に「ハウス」を「病院の付帯サー

ビスとしての社会資源」としてとらえ，『外来

受診する際に過ごす場』や『在宅移行期に医

療を受ける場』としての役割を果たしている

[8]．日本の「ハウス」においても今後在宅移

行支援や在宅医療を行う患児の預かり施設と

いったより高度な役割，すなわち「病院」と

「自宅」の「中間施設」としての役割が求め

られていくとされている [16]．似た事例とし

て，在宅医療を行う患児の預かり施設として
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2016年春に「もみじの家」が設立された[17]．

このような中間施設という役割を果たす意味

においても，「ハウス」に患児自身が利用する

施設としての役割が期待されていくであろう． 

  

4.2 ボランティアにとっての意義 

〈活動の動機・継続要因〉に関して，情緒

的支援・手段的支援の要素に加え，ボランテ

ィアが「日常化・習慣化」し自然に継続して

いる例がみられた．これは主な活動内容が掃

除や洗濯など日常的な家事と類似するハウス

キーピング活動であることが関連していると

考えられる．子育てが一段落した中高年女性

にとって，ボランティア活動が家庭外の役割，

個人としての対人ネットワークの獲得に寄与

できることが報告されている[18]． 

〈活動の効果〉については，《人間的成長》

《自己実現》《生きがい》に分類された概念が

抽出された．医療に近い場でのボランティア

であることから，自分自身や自分の家族が健

康であることへの感謝の念を抱き，利用者の

境遇を慮るようになったという変化が見られ

たことが，「ハウス」におけるボランティアの

特徴であると考えられる． 

〈ボランティアの視点から見たハウス〉に

ついては，ボランティアが利用者との積極的

な交流をあえて控え，あくまで縁の下の力持

ちとして利用者が快適に過ごせるような環境

作りに徹している姿勢がうかがえた．このよ

うなボランティアの姿勢が，利用者のプライ

バシーを保障する「ハウス」の機能・サービ

スに寄与していると考えられる．また，「ハウ

ス」がボランティアにとって，障がいを抱え

た人など多様性を受け入れられるような一種

の居場所となっており，【ノーマライゼーショ

ン実践の場】【家族的コミュニティとしての場】

として機能していた．これは「ハウス」の「も

う一つの我が家」という理念が，利用者のみ

ならずボランティアにとっても浸透している

ためと考えられる．李は小児がん病棟ボラン

ティアにおいて，ボランティアの場が「あり

のままの自分」と向き合い「時々立ち寄って

自分自身を取り戻し，回復する母港」と述べ

ている[19]．「ハウス」という場においても，

【家族的コミュニティとしての場】としてボ

ランティアが「ありのままの自分」の個性を

活かして活動することができる場になってい

ると考えられる．  

一方，グリーフケア研修や利用者のニーズ

の共有の必要性が課題として浮かび上がった．

現状の見守る立場での活動が利用者にとって

プライバシーの保障に寄与しているだけでな

く，ボランティアにとっても精神的負担の軽

減につながっているが，今後【患児の継続的

支援】など一歩踏み込んだ支援を模索してい

くのであればボランティア側にも相応の研修

が求められていくであろう． 

 

4.2.3 本研究の限界と課題 

 頭著者は，「東大ハウス」でボランティアを

4 年間行っていたことから，対象となるコミ

ュニティについて内部からの視点による洞察

を得ることができたという強みがある反面，

恣意的解釈に陥らないよう複数の研究者での

トライアンギュレーションに努めた．しかし

ながらメンバーチェッキングはできていない．

ボランティアに対しては，インタビュー時に

研究者の顔が知れていたことで緊張感が軽減

されたと思われる． 

本研究の限界として，対象が少なく，理論

的飽和に達していないことがあげられる．ま

た患児自身に対する意義は本人ではなく保護
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者からの聞き取りによって聴取されたもので

あるため，妥当性に関してさらに検証する必

要がある．今後，エスノグラフィーなどを用

いた参与観察による研究などで，患児に対す

るデータを得ることも可能と思われる．  

 

 

5 結語 

 「ハウス」がこれまで果たしてきた日常性

の回復，家族機能の維持などの役割に加え，

患児自身が利用する「中間的施設」としての

役割が増加していくことが期待される．また

「ハウス」がボランティアにとっても家族的

機能を果たし，多様性を受け入れる素地があ

ることが示唆された．今後「ハウス」の意義

や必要性が社会に広く認知され，サポーター

やボランティアとして「ハウス」を支える人

が増加することを期待したい． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１. 対象者の属性（利用者） 

対象者 年齢・性別 患児との関

係 

利用人数 利用期間 

A 20 代女性 母親 3 名（本人，A さん

の弟・母） 

1 か月（繰り返し

利用．半年） 

B 30 代女性 母親 1 名（本人．患児外

泊時は 2 名） 

1 か月（繰り返し

利用．1 年間） 

C 30 代男性・女性 父親・母親 2 名（両親） 1 か月（初回） 
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表 2. 抽出された概念とカテゴリー（利用者） 

カテゴリー サブカテゴリー テーマ 

〈背景・現状〉 《病院との関係》 【病院からの近接性】 

【医療者に与える安心】 

【病院による情報提供】 

《病室における付添いの現状》 【プライバシーの欠如】 

【様々な制約】 

【長期入院によるストレス】 

〈ハウスの役割〉 《ハウスの設備・ルール》 【快適な環境】 

【日常生活のサポート】 

【プライバシーの保障】 

《ハウスの機能・サービス》 【心身の休息】 

【利用者同士の交流】 

【家族の負担の軽減】 

【細やかな気配り】 

【兄弟のシッティング】 

《患児への影響》 【患児の精神的サポート】 

【患児自身の心身の休息の場】 

【社会との接点】 

〈利用者から見た

ハウス〉 

《ハウスへの思い》 【ボランティアに対する感謝】 

【ハウスの支援活動への意欲】 

《ハウスに対するニーズ》 【設備，備品に関する周知の徹底】 

【短期利用者へのルールの周知の徹底】 

【利用期間の制限の緩和】 

【利用開始時のサポート体制の充実】 

【患児に対する継続的支援の要望】 
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表 3. 利用者の語り（テクスト） 

【病院からの近接性】 

無菌室に入ってて，付添いが出来ないので，自宅が遠方だったので，泊まるところがないか

らっていうので借りてて（B） 

【医療者に与える安心】 

先生に，私ハウスに泊まってますっていうだけで先生も，あ，じゃあ何かあったらすぐに連

絡できるねって先生もちょっと気持ち的に違うのかもしれないですね（A） 

【病院による情報提供】 

東大にかかって，一応検査入院が入った時に，パンフレットを病院の方からいただいて知る

ことが出来たんですけど．それまでは知らなくて，ハウスのことを（A） 

【プライバシーの欠如】 

大体四人部屋なんですけど，・・・音とかはもうお互い様なんですけど，休める環境が無かっ

たり(B) 

【様々な制約】 

大きな音でテレビを見れるとか，そういう家だったら当たり前にできることが，病院だった

らイヤホンつけなきゃいけないとか(B) 

逆にハウス出ると普通の面会時間になってしまうので，その場合どうしようかと(C) 

【長期入院によるストレス】 

もうなんだかんだ四年以上闘病生活してるので，『病院』＝嫌なイメージあるので，そとから

出れるっていう(B) 

【快適な環境】 

毎回来るたびにすごくきれいになってるし，たぶん寄付してくださる方がすごく多いんでし

ょうけど，物品とかも毎回物が増えてる（A） 

【日常生活のサポート】 

一番ありがたいと思うのはキッチンですね．・・・他にも洗濯ものとか，日常生活を送るにあ

たって足りないものはなくて（B） 

(ミールプログラムという食事の提供を行うボランティアについて)ありがたいよね．どうして

も食事の内容が偏ってしまったりするので，お野菜いただけるのが(C) 

【プライバシーの保障】 

スタッフの方も，個人情報のこととかあるから・・・そういう線引きみたいなところはすご

く有難い，ここでも病気のことどうですかとか聞かれたら嫌になっちゃう(B) 

【心身の休息】 

病気の子どもと向き合ってると，親もやっぱり精神的にあのきつかったりするんですけど，

ここにきてふっとちょっと力を抜ける場所があるだけでやすらぐ（A） 

【利用者同士の交流】 

先日似たような病状の方とお話して，・・・お薬のこととか話を聴けていろいろ勉強になりま



日本ヘルスコミュニケーション学会雑誌2017,8(1):31-48 

 

41 

 

した（A） 

【家族の負担の軽減】 

ここを利用していなかったら，主人が毎朝送り迎えを私とか子どもとかしないといけなくて，

そこから会社に行かなきゃいけない(A) 

【細やかな気配り】 

ボランティアの方がすごく声をかけてくださって・・・そこから自分のちょっとしたことも

話せて．内に秘めているとだめな部分ってあると思う(A) 

お部屋に近くの地図とかそういうのまで手書きで用意してくださったりとか，すごい嬉しい

ですね(C) 

【兄弟のシッティング】 

下の子ができてからは，下の子も見ないといけないので，ハウス利用したくなりますね(A) 

【患児の精神的サポート】 

（ハウス利用することで子どものために食事を作ってあげられるなど）してあげられること

が増えることで，子供の喜ぶ顔が見れると私もうれしい（B） 

（患児が利用するわけではなくても）親がそれだけ一緒にいられるっていうことは，子ども

にとってもプラス，落ち着いたりだとか，表情良かったねだとか子どもにもプラスにはね返

ってくる（C） 

【患児自身の心身の休息】 

（ハウス外泊時）4 階行ったらおやつ食べながら，ゲームするとか．・・・ちょっとそこまで

買い物行ってくれる？とか外出届いらないし（B） 

【社会との接点】 

遊んでもらえるっていうのはすごく大きいですよね．親じゃない人に．狭いところで生きち

ゃってるので．社会的にこう関われることがあまりないから（B） 

あと子どもが言っていたのが，いつもしてもらう立場じゃないですか．・・・してあげる喜び

みたいなところで，取材だったりとか・・・協力することで（B） 

【ボランティアへの感謝】 

ボランティアさんに対してなんかこうお礼みたいな感謝の気持ちとかを伝えたいな（B） 

【支援・普及活動への意欲】 

恩返ししたいね，っていう話をよくするんです．それがどういう形になるか，物品的なとこ

ろになるか労力的なところになるかちょっと何とも言えないんですけれど（C） 

【設備・備品に関する周知の徹底】 

知らなかったんだけど，あ，こんなものもあるんだ・・・前びっくりしたのがミシン（B） 

【短期利用者へのルールの周知の徹底】 

長い人からみると，短期で来た方がルールを知らないっていうのはあるんですよね（B） 

【利用期間の制限の緩和】 
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もっと長く利用できればいいけど，他に利用したい方もたくさんいるだろうし，そんなこと

は言えないですよね(A) 

【利用開始時のサポート体制の充実】 

最初は怖いっていうか入りづらいなっていう．気軽に借りれる感じじゃないな(B) 

【患児に対する継続的支援の要望】 

単発っていうんじゃなくて長期的に，サポートしてくれる人が，ボランティアなので強制は

できないけど，やってくれる人がいたら嬉しいな，っていう思いはあります．勉強に限らず(B) 

 

表 4. 対象者の属性（ボランティア） 

対象グループ 人数 参加者内訳 平均継続期間 活動時間帯 

①  3 中高年女性 4 年 9－12 時 

②  3 中高年女性 4 年 15－18 時 

③  3 中高年女性 3.7 年 12－15 時 

④  3+1 中高年女性 3 名 

大学生 1 名 

4 年 

(大学生：体験活動 2 回のみ) 

12－15 時， 

15－18 時 
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表 5. 抽出された概念とカテゴリー（ボランティア） 

カテゴリー サブカテゴリー テーマ 

〈活動の動機・継続

要因〉 

《内発的動機》 【施設への関心】 

【日常化・習慣化】 

【自身の体験に基づく使命感】 

【東日本大震災以降の関心の高まり】 

《手段的支援》 【確立した運営体制】 

【自分のペースに合わせた活動】 

【近接性】 

【業務への敷居の低さ】 

《情緒的支援》 【スタッフの配慮】 

【精神的負担の軽減】 

【ボランティア同士の交流】 

〈活動の効果〉 《人間的成長》 【付添い家族の境遇への共感】 

【責任感の涵養】 

【接遇の向上】 

《自己実現》 【創造性の発揮】 

【自発性・主体性の伸長】 

《生きがい》 【精神的充足】 

【草の根的社会運動】 

【自身の境遇への感謝】 

〈ボランティアか

ら見たハウス〉 

《ハウスの意義》 【利用者の支援】 

【ノーマライゼーションの実践の場】 

【家族的コミュニティとしての場】 

《ボランティアとしての配慮》 【利用者のプライバシーの配慮】 

【利用者にとって快適な環境作り】 

《ハウスに対するニーズ》 【グリーフケアの研修】 

【ボランティア層の拡大】 

【ボランティア同士の交流の促進】 

【利用者のニーズの共有】 

【認知度向上】 
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表 6. ボランティアの語り（テクスト） 

【施設への関心】 

ここの目的はすごく，親として，母として，病気の経験あってもなくても，みんな同じこと

してるから，少し役に立っていればいい（③） 

きっかけは医療に携わりたいなと．工学部だとやっぱり医療に関われる機会が全くゼロとい

う状態だったので，少しでもどんな感じでもいいから関わりたいなと（④） 

子どもがすごい好きで，特に出産とか育児の経験はないんですけれども，できれば子どもに

関わりたい（④） 

【日常化・習慣化】 

なんかこう，頑張ってますよっていうんじゃなくて自分の中で自然な感じで，日常の一コマ

みたいになってるほうが長続きする（①） 

【自身の体験に基づく使命感】 

私の場合は子どもが二人いるんですけど，下の子が・・・未熟児で生まれて・・・入院して．

きっかけに将来何か手伝えるのであれば小児医療を支えるようなボランティアをしたいって

いう・・・友達で亡くなってしまった方って何人かいて，子供たちのことを思い出すきっか

けになるんですよね．やっぱり忘れたくないところがあって．・・・それで行かなきゃってい

う風に思うときもあったりだとか（①） 

【東日本大震災以降の関心の高まり】 

震災もあってからの時期だったので，なんかやっぱり私にもできることがあるのかなってい

うのが（②） 

【確立した運営体制】 

ここのボランティアってむちゃくちゃしっかりしてる．・・・財団法人としてしっかりしたも

のがあり，必ず職員さんがいて仕事内容しっかり決まっていて（④） 

【自分のペースに合わせた活動】 

私は子育てもすっかり卒業して．・・・毎週だとねえ，結構やっぱりすぐまたっていう感じだ

と思うんですけど，２週間に１回午前中だけっていうので無理なくできる（①） 

休むことも可能なんですよね．月２回なんですけど，私の場合は月１回になることも多くっ

て，子供がたとえば夏休みとかに入っちゃうとなかなか来れなくなったりとか，なので変更

できるっていうのもあとキャンセルできるっていうのも，プレッシャーがなくできるのかな

（①） 

【業務の敷居の低さ】 

ここでする活動が普段家でやってることに近いのですんなりというか（③） 

【近接性】 

きっかけっていうのは，私はこの池之端の門から歩いても 10 分 15 分，近いんですよね（②） 

【スタッフの配慮】 

ここは私が思うにハウスマネージャーの方とアシスタントマネージャーの方がとても気を遣
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ってくださって声をかけてくださったりするのですごくそれが居心地がいい（③） 

【ボランティア同士の交流】 

他のメンバーの人に会えるっていう楽しみもあってここに来るのも楽しみになってるし（②） 

【利用者の境遇への共感】 

自分自身は子供がいなくても本当に幼くして，重篤な病気を持って生きる事って大変なんだ

な，って．そこに思いが至るようになったっていうのはすごい自分にとって知見が広がると

いうか，視野が広がるような（④） 

【責任感の涵養】 

仕事としての責任感は続けてきたことで養われたりもしますよね．新しいボランティアの人

とか入ってきたりすると・・・だんだん先輩になっていく（④） 

【接遇の向上】 

接客なんですけど，ちょっと苦手だなって思うお客様もいらっしゃるんですけど，何となく

こういうボランティアをやるようになってからかちょっとわかんないんですけど，誰にでも

優しくなれるようになった気がします・・・でもそれはボランティアをしてるからっていう

あれではないのかな（②） 

【創造性の発揮】 

家庭教師の募集が，お手伝いがピッと貼ってあって・・・自然とかかわる人たちの中で，自

分ができることを，っていうのが発信者が増えてきた（①） 

【自主性・主体性の伸長】 

楽しいっていうのも自分からそう思わないと（②） 

私たちも利用者さんのためにどんなことが必要なのかなってことを逐一考えていった方がい

いんだろうな（①） 

【精神的充足】 

ほんとにちっちゃな３時間の中のお手伝いですけれど，それも１つのたぶん大きな意味から

考えれば役に立ってる（①） 

【草の根的社会運動】 

ここに来る前家族の関係とか友達の関係くらいしかなかったわけですけれど，・・・いろんな

方が協力して小さいことでも結構その，積み重ねれば大きな力になるという（①） 

【自身の境遇への感謝】 

今日も健康でここに来れた，そういうことに対しての感謝の気持ち，今までそんな健康が当

たり前とか思ってたことが，今日も元気に活動できた，ありがとうございます（③） 

【利用者の支援】 

病院の敷地内にこういう施設があるっていうのは素晴らしいなって思いますね．ボランティ

アさんにとってじゃなくて利用者さんにとって（②） 



日本ヘルスコミュニケーション学会雑誌2017,8(1):31-48 

 

46 

 

【ノーマライゼーション実践の場】 

誰もが病気をしていても，あの年を取っていても障害を持っていても，一緒にこう自分ので

きること（ボランティア）をやっていいんだよっていう空気が（ある）（①） 

【家族的コミュニティとしての場】 

なんか一種居場所づくりじゃないですけど．ご主人が亡くなった未亡人の方がいらしてて，

もう本当に一人なんですけど，ここに来ると誰かしらいるじゃないですか．ですごい楽しそ

うにしてらっしゃるのを見て（①） 

何となくみんな家族って感じですね．私達は外から入ってるただのボランティアじゃなくて，

家族になれば．…一言だけ言うだけですごく温かさ感じられるから，このハウスの雰囲気は

すごくいいと思う（③） 

【利用者のプライバシーの配慮】 

挨拶は笑顔でしますけど，それぞれに立場が違うし，・・・私達がそこまで踏み込んではいけ

ないということが前提にあるので（③） 

心情的なことに立ち入ってもちょっとあのいろいろ気になったりするものですから．長く続

けるためには，あまりそういうことは感じないでやったほうがいいのかなあと思います（①） 

【利用者にとって快適な環境作り】 

1 号室のおっきなお部屋に，・・・ソファベッドが入ったんですね．・・・ないときには気が付

かなかったんですけど，備え付けてあったらすごい部屋の雰囲気が良くてゆったり座ってく

つろぐこともできるし・・・こういったことももし自分が気が付いたら些細なことでも，お

話しして，提案って言ったら変ですけど，気持ちよく過ごせるように（①） 

これも寄付ですこれも寄付ですみたいなことを言えって言われるじゃないですか．でもそれ

ってすごく押し付けがましくて，あれかなって思って，これも寄付ですって言い方じゃなく

って，寄付なんだけど，「こんなに，皆さん応援している人がいるんですよ」みたいな言い方

をする方がいいかなと思って（④） 

【グリーフケアの研修】 

ここって，グリーフケアやってないんですよね．でも実際ここって，お子さん亡くして出て

行かれるご家族もいる．いったいそれに対してここはどういう対応してるんですかって聞い

たら，何も研修受けてませんとか（④） 

【ボランティア層の拡大】 

中学生のボランティアを保護者なしでオッケーにしてほしいなっていうのをね．・・・高 1 以

下は親が連れてこないとボランティアできないんだよね．小学生でも中学生でも高校生でも，

その子たちが自分で病気とか怪我とかで入院してた子達を迎え入れる子たちにちゃんとこう

いうところがあるんだよ，頑張っている子たちいるんだよっていうのを感受性豊かなうちに

経験させたいな（④） 

【ボランティア同士の交流の促進】 

他のハウスはいろいろイベントとか多いみたいですよね．せたがやとかはバザーとか．ここ
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はあまり・・・というかほとんどない（②） 

【認知度向上】 

本当に広がっていけばいいなって思います（①） 

【利用者のニーズの共有】 

ボランティアさんの立場は多分そこまでで，利用者とつなぐのがマネージャーさんとかアシ

スタントマネージャーさんで，その利用者さんの声を吸い・・聞いてもらってこっちに流し

てほしいかな（①） 
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実践研究 

 

インターネット検索によって得られる「がんに関する情報」は正しいか 

―「副作用」をキーワードとした情報の質の検討― 

 

石川文子 1)，早川雅代 1)，高山智子 1) 

 

1) 国立がん研究センターがん対策情報センター 

 

 

抄録 

【背景】インターネットにより医療健康情報を得る患者や家族が増加している．一方で，インターネット上

の適切でない情報による，健康被害も報告されている． 

【目的】「がんに関する情報」についてインターネットで提供されている情報の質の現状を明らかにし，今

後の対策について検討することを目的とした． 

【方法】「がんに関する情報」のうち，「がん」と「副作用」を検索キーワードとして，国内の主要な，三つの

検索エンジンで上位 20 件にあげられた重複を除く 50 サイトを対象として，HONcode で示される医療情

報の質の基準 8 つの条件から，2 名の評価者が個別に評価を行い検討した．条件の一つである「偏りが

ない」については，“がんの標準治療の情報提供”の観点から評価を行った． 

【結果】8 条件すべてを満たしたのは 50 サイト中 1 件のみであった．また，「偏りがない」の条件は，全体

の 7 割で満たしていなかった． 

【考察】患者や家族が不適切な情報にさらされ，治療選択等に影響を与えかねない現状が示唆された．

閲覧者側には医療情報の見方の注意を，運営者側には情報提供時に満たすべき条件の周知を促し，

患者に適切な情報が届けられる体制づくりが必要であると考えられた． 

 

キーワード：インターネット，医療情報，情報の質，がん，副作用 

 

1 背景 

2014 年のインターネット利用者は人口

普及率で 82.8％になり，インターネットで

情報を得ることが国民にとって当たり前の

ものになってきた[1]．この状況は，医療健

康情報に関して情報を得る際にも顕著な傾

向として現れており，2007 年のがん対策に

関する世論調査では，「がん」に関する情報

源として，インターネットが 10.5％であっ

たが[2]，2012 年のがんと診断された時の情

報源は，40.4％となり，インターネットに

より情報を検索する患者や家族が，5 年間

で 4 倍に増加していることが報告されてい

る[3]．一方で，インターネット上の適切で

ない情報による，健康被害も報告されてい

る．例えば，科学的根拠のない治療や高額
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な治療への誘導により，患者の治療選択へ

の影響や予後への影響，そして，金銭的な

被害を与えることが指摘されている[4]． 

インターネットによる有用で信頼性の

高い医療情報の提供と，その情報を求める

閲覧者の適切なアクセスを促進するために，

インターネットサイトの評価基準として，

Health on the Net Foundation により

HONcode, American Medical 

Association(AMA)により Guidelines for 

AMA Web Sites，日本インターネット医療

協議会（JIMA）により e ヘルス倫理コード

などが作成されている[5-7]．HONcode で

はガイドラインが作成され，そのガイドラ

インに基づく 8 つの条件で，サイトの認証

がなされており，2016 年 12 月時点で 102

カ国，7,300 以上のウェブサイトが認証さ

れており，インターネット上の「がんに関

する情報」の質の評価にも用いられている

[8-11]．しかし，日本で認証を受けているの

は数サイトにとどまっている．さらに，国

内では，日本インターネット医療協議会が

ガイドラインとして e ヘルス倫理コードを

作成し，基本情報の開示やコンテンツなど

の大項目 7 つおよび 140 の条件が示されて

おり，これらの条件に基づくサイト認証も

行っているが，2016 年 12 月時点で，170

サイト程度の認証にとどまり，国内でまだ

浸透していない状況がある． 

Goto らが日本国内およびアメリカのイ

ンターネット情報の質について比較検討し

た先行研究では，「肺癌」をキーワードとし

た検索をしたところ，アメリカでは 8 割が

正しい情報であったのに対し，日本で正し

い情報と判断されたのは半分にも満たない

ことが示された．また調査対象となったイ

ンターネット情報の運営者は，アメリカで

は非営利組織（NPO）や公的機関が半分近

く占めるのに対し，日本では NPO や公的

機関が少なく，営利団体や個人が多く，ア

メリカとは異なる構成であったことが報告

されている[12]．しかし，日々情報が更新

され，新しい情報が加わるインターネット

の医療情報に関して，その後の報告はなく，

現在の国内でのインターネット上の医療情

報の質の実態は明らかではない． 

「がんに関する情報」の中で，一般に求

められている内容として「副作用」があげ

られる．「副作用」は，2013 年に報告され

たがん体験者 4,054 名の悩みや負担等に関

する調査で，多くのがん体験者が経験し，

また悩みや負担が増加しているものとして

あげられており[13]，また，国立がん研究

センターのウェブサイト「がん情報サービ

ス」においても検索が多いものの一つであ

る[14]． 

今後もがんサバイバーの数が増えてい

くこと，また診療体系の中で外来治療が中

心となっていくことが推測され，患者や家

族が「副作用」について自身で調べること

も増えていくことが考えられる．「副作用」

は現在において重要なキーワードであるが，

今後も重大な検索キーワードの一つとなる

ことが予測され，示唆を得ることは重要で

ある． 
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2 目的 

本研究では，「がんに関する情報」のう

ち「副作用」に関して，インターネットで

提供されている情報が正しいかどうかにつ

いて，現在の実態を明らかにし，今後のイ

ンターネット上の医療情報に関する対策を

検討することを目的とした．インターネッ

ト上の医療情報の質を評価するための基準

を用いて一定数のサイトの評価を行った． 

 

3 方法 

検索キーワードを「がん／ガン／癌×副

作用」の 3 種とし，国内の主要な Yahoo，

Google，Bing のそれぞれの検索エンジンで

検索を行い（調査日：2016 年 4 月 20 日），

検索結果の上位 20 件（全 180 件）のうち，

共通して検索されたページの重複を除く

78 件を検討対象とした．検討対象の 78 件

は共通の運営者によるものも含まれたため，

運営者の重複を除いた 50 の運営者による

サイトを評価対象として検討を行った． 

医療情報の質の評価に用いた基準は，評

価方法が簡潔であり，かつ必要項目を満た

していることから，HONcode（表 1）を用

いて行った．HONcode とは，Health on the 

Net Foundation が運営する非政府組織

（NGO）により提供されている医療情報の

質における基準であり，情報提供者と閲覧

者の両方を対象に 8 つの条件から設定され

ているガイドラインであり，国際的に広く

活用されている．また，サイトの認証シス

テムをもち，医療情報提供サイトから申請

を受けて，8 つの条件を満たしているサイ

トについて認証ロゴを無料で提供しており，

認証を受けたサイトがわかるようになって

いる． 

なお，HONcode の 8 つの条件はサイト

で公開されているが[5]，判断するための明

確な要領が示されていないため，判断が分

かれることが予測された項目については，
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評価前に何を基準に判断するか確認を行っ

た． 

特に，8 つの条件の中で「5. 偏りがない」

については，国内のがんに関する情報の質

の評価として，最も重要と考えられる“が

んの標準治療を基本として情報を提供して

いるか”の観点により評価することとし，

検討を行った． 

本検討では，HONcode で定められた 8

つの条件のそれぞれを評価項目として，各

条件を満たしていれば「1」，満たしていな

ければ「0」として，8 点満点とした．評価

については，医療情報の作成経験が 17 年の

薬剤師資格および医学博士をもつ者と，医

療情報の作成経験が 3 年の科学領域（化学）

の修士をもつ者の 2 名が個別に行い（評価

者信頼性κ係数：0.76），2 名の評価が一致

した場合には「1」または「0」，相違のある

場合には「0.5」とした． 

医療情報の内容や提供の仕方は，情報の

提供者（運営者）により大きく異なると考

えられたことから，運営者の特徴別に，①

医療関連団体，②医療施設，③マスメディ

ア等，④営利団体，⑤個人，⑥その他の 6

つのカテゴリ別に，医療情報の質および今

後の対策について検討を行った． 

なお，今回の検討は人を対象としないと

いう理由から，研究倫理審査の申請は不要

と判断した． 

 

4 結果 

HONcode の 8 つの条件による評価結果

を表 2 に示した．この結果から，50 サイト

中，運営者カテゴリの分類では，⑤個人の

カテゴリに分類された 16 が最も多く，続い

て②医療施設および③マスメディア等は 9

で，④営利団体 8，⑥その他 5 と続き，①

医療関連団体は 3 と最も少なかった． 

また，HONcode の 8 つの条件すべてを

満たしたのは検討した50サイト中1件のみ

であった．さらに運営者カテゴリ別に条件

を満たしていない側面から見ると，⑤個人

のサイトが，最も条件を満たしていない運

営者として数が多かった（50 サイト中 16

件）．また，医療情報の質に関して重要と考

えられる“がんの標準治療を基本としてい

るか”で評価した「5. 偏りがない」の条件

については，全体の 7 割（50 サイト中 35

件）が満たしていなかった．その内容とし

て，“標準治療ではない高額な免疫療法へ誘

導するもの”が 6 件あり，その他にも，が

んの標準治療の一つの治療法である“抗が

ん剤を否定するもの”もあった．さらに，

医療関連団体や医療施設であっても，検討

した 8 条件の観点からは，医療情報の質が

十分に満たされていないことが示された． 

運営者カテゴリ別で，HONcode の条件

を最も満たしていない評価項目の特徴を表

3 に示した．①医療関連団体では，「3. プラ

イバシー」について，プライバシー保護の

記載がない，「4. 情報源・更新日」につい

て，更新日のないページで古い情報の掲載

があるという特徴があげられた． 
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 また，②医療施設では，「2. サポート情

報」について，医師と患者との関係をサポ

ートする範囲までの情報であることの記載

がない，③マスメディア等では，「5. 偏り

がない」について，コラムのような記事で

医師が個人の意見を示している記載がある，

④営利団体では，「4. 情報源・更新日」に

ついて，情報源の明記がなく，科学的根拠

は示されていないという特徴がみられた．

この中には，標準治療ではない免疫療法や
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代替療法が含まれていた．さらに⑤個人で

は，「5. 偏りがない」について，個人の意

見の主張がみられ，標準治療とは異なる内

容があった．また，「7. スポンサー」につ

いて，個人のサイトであることに起因して，

運営者の資金源の記載がないという特徴が

みられた． 

 

5 考察 

本研究では，先行研究[12]と同様に，国

内では，個人の発信するサイトが多く，そ

れらの情報は医療情報としての質が低いこ

とが確認された．一方で，検索結果の上位

にあげられるサイトとして，「個人」が運営

するサイトが最も多かったことから，患者

や家族をはじめとする人々が不適切な情報

にさらされていること，さらに実際に治療

や療養を受けようとする患者や家族が行う，

重要な治療選択に影響を与えかねない現状

であることが示唆された．特に医療施設が

提供する“標準治療ではない高額な免疫療

法へ誘導する”内容のサイトが検索結果の

上位に表示されることにより，藁にもすが

る思いで実際に治療を求める患者や家族の

金銭的な負担や，効果がみられないことに

よる心理的な落胆，さらには治療の場を失

うことなどの身体的な被害や影響を及ぼし

かねない状況があることが示された． 

以上の結果から，今後のインターネット

上の医療情報に関する対策について，三つ

の観点からのアプローチが必要であると考

えられた． 

まず一つ目として，閲覧者に対する“医

療情報の見方”の周知が必要であると考え

られる．運営者カテゴリ別の検討結果にお

いて，それぞれ満たされていない項目に特

徴がみられた．これらの特徴は情報提供の

目的の相違によるものと推測されるが，閲

覧者は提供者の目的や状況を加味して情報

を享受しているとは考えがたい．例えば，

営利目的のクリニックなどの医療施設が提

供している情報やマスメディア等が提供し

ている情報の，医師による執筆記事を，閲

覧者は“専門家が言うのだから正しい”と

受け取る可能性がある．したがって，イン

ターネットでの医療情報の見方を周知する

など，閲覧者のヘルスリテラシーの向上に

向けた対策が必要であると考えられる． 

二つ目として，運営者に対する“医療情

報として満たすべき条件”を周知していく

ことが重要であると考えられる．医療関連

団体と医療施設で，HONcode で示された条

件は満たしていないが，問題があるわけで

はなく，条件についての明示がされていな

いだけとみられるサイトが散見された．そ

の原因の一つとして，医療情報として満た

すべき条件について運営者が意識せず，情

報の提供を行っていると考えられる．医療

情報の提供者としての責任を果たすために

も，医療情報を提供する際に満たすべき条

件を知り，自己のサイトの情報を見直すこ

とが必要である．そうしたきっかけとする

ためにも，HONcode で示されたような条件

を，サイト運営者に周知していくことは重

要であると考えられた． 

さらに三つ目として，新しい情報が増え，

さらに複雑化する医療情報について，イン

ターネット情報だけで正しい情報を判断す

ることの難しさ，また伝えていくことの難

しさや限界があることを認識した上で，患

者に適切な情報が届けられる体制づくりが

必要であると考えられる．適切でない情報
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に傾倒してしまうことを防ぐためにも，患

者や家族が信頼できる医師や看護師等の医

療提供者に，インターネット上の情報の判

断を助けてもらいやすい，仕組みのさらな

る推進が必要であると考えられる．がんの

領域では，がん診療連携拠点病院等のがん

相談支援センターが整備されつつあるが

[15]，このような場の周知を促すとともに，

相談員等に気軽に相談できる体制づくりな

ど対面での情報提供を充実していくことも

必要と考えられる． 

 

6 本研究の限界 

本研究は「がん」と「副作用」のキーワ

ードのみを用いた実態調査であることから，

本研究により得られた結果をがんの情報す

べてにあてはめることはできない．より広

い現状把握のためにも，さらに多くのキー

ワードやキーワードを掛け合わせた用語で

の検索による検討が必要である． 

また，HONcode による医療情報の質の

評価には課題が残された．まず，HONcode

では判断するための明確な要領が示されて

いないことから，2 名の評価で分かれるも

のがあった．最も顕著にみられた項目は「8. 

広告の明記・分離」で，評価者信頼性κ係

数は 0.44 であり中程度の一致を示した．そ

れぞれのサイトの構成や表現の仕方はさま

ざまであり，個人によりどこまでが許容範

囲なのか，評価が分かれたと考えられる．

このことから，評価をする前にどこを判断

の基準とするか整理するために，サイトの

構成や情報提供の傾向などを調査し，問題

点を洗い出すことが必要であると考えられ

る．インターネット環境は時々刻々と変化

することから，現時点では状況が変更とな

っている可能性があり，経時的に状況を把

握していくことやそのための仕組みも必要

と考えられる． 

さらに，今回の調査でも問題としてあげ

たが，HONcode の「5. 偏りがない」につ

いて実施した内容の検討からは，高額な免

疫療法への誘導や標準治療を否定するもの

がみられたことからも，内容の面からの信

頼性の担保や判断は特に重要である．

HONcode の 8 つの条件は，サイト上に明

記すべき内容について宣言させる形式的な

条件が大半を占めることから，実際の情報

の内容の質については検証できていない．

情報の記載内容について，複数の専門家に

よる評価も必要である． 

 

7 結語 

インターネット検索によって得られる

「がんに関する情報」について，「がん」と

「副作用」のキーワードで検討したところ，

上位に検索されるサイトの情報の質は低く，

患者や家族が不適切な情報にさらされてい

る現状が示唆された．閲覧者側には医療情

報の見方について，運営者側には医療情報

として満たすべき条件についての周知を呼

びかけるとともに，患者に適切な情報が届

けられる体制づくりが必要であると考えら

れた． 
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研究ノート 

離島高齢者にとっての待合室での対話の意義と 

診療待ち時間の長さに対する想いの探索−質的研究 

 

太田 龍一 1)2）  笠 芳紀 1) 

 

1） 雲南市立病院  2）沖縄県立南部医療センター・こども医療センター附属南大東診療所 

 

 

抄録 

【背景】 

待ち時間対策が診療所業務を円滑化し、待ち時間を減らすことによって診療所職員の満足度が上昇す

る可能性があるが、対話の時間減少によって「憩いの場」として離島診療所待合室の存在が失われる可

能性もある。 

【目的】 

沖縄県離島における高齢者にとっての待合室での対話の意義と診療待ち時間の長さに対する想いの

探索を探索することを本研究の目的とした。 

【方法】 

南大東村介護予防事業に参加している 75 歳以上の高齢女性を対象に 30 分程度のフォーカスグルー

プインタビューを 2 回施行した。SCAT(Steps for Coding and Theorization)法を用いて分析した。 

【結果】 

12 の概念と 4 つのカテゴリーが抽出された。「対話による癒やし」として対話による健康増進や島への親

近感の向上について挙げられた。「高齢者の苦境」として独居や疎遠な人間関係の辛さが挙げられた。

「待ち時間の意義」として存在確認や個人に合った楽しみ方について挙げられた。また「待ち時間への

感じ方」としてスムーズな診療体制や待ち時間の環境依存性などが挙げられた。 

【結論】 

高齢者は診療所待合室を対話と再会の場と考えているが、あくまで診療を待っている場であるという意

識を強く持っており、待ち時間の長さは対話の質に大きな影響を与えないと考えている。 

 

キーワード：対話、高齢者、診療所、待合室、待ち時間 

 

1 はじめに 

 病院・診療所での患者待ち時間の長さが

通院患者の満足度に関係しており、診察待

ち時間が長くなるほど、患者満足度は低下

するとされている［1.2］。電子カルテシス

テムや病院全体のシステム構築による患者

待ち時間対策が行われており、それが患者

満足度につながっている［3.4］。一方で待
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ち時間が短縮されても、患者ニーズがさら

に高まり、患者満足度が一時的に上昇する

のみで終わる可能性も示唆されている［5］。

現在、高齢化と共に多様な慢性疾患を抱え

る高齢者が増え、診察時間が長くなる傾向

にある［6］。高齢者の医療費の削減や無料

化に伴って高齢者が病院や診療所の待合室

に殺到し、「待合室のサロン化」と言われる

くらい高齢者で混雑することが指摘され批

判を集めている［6］。しかし高齢者が集ま

って対話を行うサロンが彼らの健康に有用

であることも示されており、サロン参加に

より高齢者の健康の質の向上に繋がるとす

る指摘もあり［7］、病院や診療所の待合室

がその役割をする可能性もある。 

 沖縄県離島診療所でも同様の問題が起こ

っており診療所待合室が混雑することが多

い。沖縄県南大東島にある南大東診療所で

も 1 日に 30 名ほどの外来患者が受診し、医

師一人看護師一人で診察を行っていたため、

待ち時間が長くなっていた。それに対して

待ち時間対策として南大東診療所では事務

員の増員、予約制の導入を行い、平成２５

年度から平成２７年度にかけて、待ち時間

が４９分から３８分へと短縮し最長待ち時

間も１２０分から９０分へ短縮された。診

療所業務の円滑化に伴い診療所職員の満足

度は上昇していた。一方で沖縄県の離島医

療の中では、沖縄県離島診療所の待合室が

「憩いの場」として高齢者サロンの役割を

していると言われていた。今回、予約制に

することによる来院日の固定化や高齢者間

の対話の減少によって診療所待合室がサロ

ンとしての役割を失っている可能性もある。

しかし現在のところ本邦で離島高齢者にと

っての診療所待ち時間が生み出す対話の意

義について明らかにした研究はない。そこ

で本研究は離島高齢者にとっての対話の意

義と待ち時間短縮による診療待ち時間に対

する想いの変化を探索することを目的とし

た。 

 

2 方法 

・対象者 

 平成27年4月から沖縄県南大東村で開始

された介護予防事業に参加していた同村在

住の７５歳以上の高齢者２０名全員を対象

として対象者の選出には合目的的サンプリ

ングを行った。対象者は全員要介護認定を

受けていないが、一部は要支援を受けてお

り、基本的に自立した生活ができていた。

沖縄県南大東村での介護予防事業の内容は

７５歳以上の高齢者に対して１４時から１

６時まで島内にある村立集会場でリハビリ

体操や手芸などを行う場を提供するもので

あった。 

 参加者は南大東村所属の保険師が情報提

供し、それに対して自主的に参加していた。

平成２７年４月当初は隔週の木曜日のみだ

ったが、徐々に頻度を増やし平成２８年３

月の時点では毎週月曜日と木曜日に行って

いた。毎回の参加者の人数は 10 人で、全員

女性であった。平均年齢は 78.5 歳(SD=4.6

歳)であった。当事業は日中に行われており、

男性のほとんどは農作業に従事していたた

め、女性のみの参加となっていた。対象者

の 95%(19/20 人)が診療所に定期通院して

おり、対象者全員が 1 年に 1 回以上は何ら

かの症状をもって診療所を受診していた。 

 

・実施場所 

 沖縄県南大東島で本研究を実施した。同
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島の面積は30.57km²、人口は1423人(2016

年 3 月)で沖縄本島の東に位置し、那覇空港

から南大東空港まで 411km の距離がある。

島から沖縄本島への移動手段は飛行機と舟

があり飛行機は 1 日 2 往復、片道 70 分、舟

は一週間に 1 往復、片道 13 時間を要する。 

 

・インタビュー方法 

 平成２８年３月第１週、介護予防事業が

行われていた月曜日と木曜日にそれぞれ一

回ずつ、対象者に対してフォーカスグルー

プインタビューを行った。インタビュー回

数に関して、理論的飽和を考え、グループ

メンバーを変えて数回行う必要があったが、

曜日によって参加者が固定されていたこと、

参加者が高齢であり彼らへの負担を考え、

介護予防事業事業担当者と相談し、上記の

2 回のみのインタビューを行った。インタ

ビューガイドとして、「高齢者の方が一つの

場所に集まって話をすることに対してどう

思うか？」、「診療所の待ち時間についてど

う思っているか？」、「診療所の待ち時間が

短くなることについてどう思っている

か？」、「診療所の待ち時間が憩いの場にな

るという意見についてどう思うか？」の４

つの項目を作りインタビューを進めた。イ

ンタビューは筆頭著者(R.O.)が行った。イン

タビュー施行者は当時沖縄県南大東診療所

の診療所医師として勤務していた。対象者

の一部の主治医でもあった。当研究開始前

に研究の概要について説明を行い、同意を

得た。 

 

・解析方法 

 インタビュー内容を IC レコーダーで録

音し、インタビュー終了後に逐語録を作成

した。逐語録を Steps for Coding and 

Theorization(SCAT)法を用いて、社会構成

主義の立場から質的に分析を行った［8］。

SCAT 法はデータに記載されている内容を

より一般的な表現へと変換する具体的な 4

ステップのコーディングと、積み重ねたコ

ーディングから一般的な理論を導き出そう

とする手続きとから構成されている。以上

のステップを通して、複数の概念を抽出し、

概念をつなぐ形で各個人の語りの概要を簡

潔に文章化した。その後、全体で概念を統

合するために、概念とデータを継続的に比

較しながら同様の概念を統合し概念名を洗

練した。複数の類似概念からカテゴリーを

生成し概念を分類した。分析過程において

まず筆頭筆者(R.O.)が SCAT の 4 つのプロ

セスをおこなった。その後、共著者(Y.R)が

4 つのステップを一つ一つレビューし妥当

性を確認した。そこから 2 名の研究者が協

同して概念の抽出と統合と概念名の修正、

及びカテゴリーの生成をおこなった。その

後、信憑性を高めるため、インタビュー対

象者に対して書面と口頭発表の形で介護予

防事業の中で研究結果を提示した。その中

で彼らからフィードバックをもらい、再び

概念やカテゴリーについて再検討した。 

 

・倫理的配慮 

 インタビュー対象者に対して、ヘルシン

キ宣言に則り、いつでも協力を拒否する権

利があること、不快なことがあれば、イン

タビューを中断できることを伝えた上で、

参加を要請し、書面で同意を得た。本研究

は沖縄県立南部医療センター・こども医療

センターの医療倫理委員会の承認を得てい

る。(承認番号 2015-10) 
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3 結果 

 フォーカスグループの参加人数は月曜日、

木曜日それぞれ１０名で合計２０名であっ

た。グループ間に参加者のオーバーラップ

はなかった。介護予防事業への参加回数は

２〜２２回だった。２回のフォーカスグル

ープインタビュー時間はそれぞれ 35 分、33

分間であった。SCAT の分析の結果、4 つ

のカテゴリーと 12 の概念が抽出された。分

析過程に関して表１にまとめた。以下、抽

出された各カテゴリーと概念について記述

した。カテゴリーは〈〉、概念は【】で囲ん

で示し、対象者の具体的な発言は「」で示

した。 

 

・〈対話による癒やし〉 

【孤独からの解放】 

 南大東島の高齢女性は日中家で過ごすこ

とが多かった。家が点在しているため、な

かなか友人に会うこともできなかった。そ

のような環境の中で今回の予防事業が出来

たことによって、家で 1 人で過ごす時間が

減り、限られた時間だが、多くの高齢女性

と時間を共有することでそれぞれの孤独の

癒に繋がっていた。 

 

「家にいるとね。こんな感じで集まる所に

来て、話したりするとスッキリしたり、元

気になるね。一人じゃないと思えます。」 

 

「1 人の時間も好きだけど、そればっかり

だとだんだんね。。。みんなと時々会って話

せると気持ちが広がります。」 

 

 自分の意志で介護予防事業に参加してい

るため、前向きに他の仲間と会うことが出

来き、合う機会に対して生きがいと感じて

いた。 

 

 

【身体の癒やし】 

 集団で集まって体操などで体を動かすこ

とによって、身体的なストレスの緩和を実

感していた。お互いに集まって話をしなが

ら運動をすることがリラックス出来る環境

下でのリハビリテーションの様な働きを起

こしていた。参加者の発言として、 

 

「（家でばかりの生活をしていることにつ

いて聞かれて）普段はボヤーッとして身体

が痛いけど、ここに来ると、身体が軽くな

る感じがする。みんなで踊りをしたりする

と、なんとなく体が動きますね。」 

 

 対話を行うことによる精神的ストレスの

解消が身体的なストレスの軽減にもつなが

り、高齢者女性の生活を身体的な面からも

支えていた。 

 

「やっぱり人と一緒に運動するのは楽しい

ね。昔を思い出しながら出来るし、やって

る最中は足腰は痛いけど、終わったらスキ

ッとしてます。」 

 

 

【元気を与える対話の場】 

 介護予防事業によって対話の場が定期的

にもたらされたことによって、高齢女性に

よって毎週の楽しみの時間が増えていた。

対話をすることによってお互いに近況を知

り、感情を表現する場を得ることができて
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いた。参加者の発言として、 

 

「こういう場ができてよかった。みんなニ

コニコしてるし、喜んでます。毎週のこの

時間を楽しみにするようになってます。」 

 

 1 人での抑うつだった時間を他者と共有

することによる感情面でのストレスの緩和

によって生活へのモチベーションを高めて

いた。 

 

「1 人でいると喋る人がいないけど、ここ

だと友達もいるし、落ちこんだこととか話

せるし。困ったこととかも少し話したりし

て、簡単に解決したりします。」 

 

 

【我が島への親和感の向上】 

 南大東島は高齢者にとって住みにくい場

所であった。サトウキビ産業を中心として

労働者の島であり、住民は高齢化する中で

島での生活しにくさを感じ、介護が必要に

なると島外に出ていた。介護予防事業のな

かで、高齢女性たちは島での今後の生活が

変化する可能性を実感し、今後、島での生

活の長く続けられることに対する希望を強

めていた。 

 

「（将来の島での生活について）本当はここ

に住めないかなと思っていたけど、これが

出来て、一生ここにすまないとな、と思っ

てますよ。年をとっても楽しく生活できた

らそれがいいね。」 

 

「島もどんどん年寄りが増えてるし、どん

どんこういう場を増やせば、楽しく島で生

きる年寄りも増えると思う。やっぱりここ

がいいからね。」 

 

 一生は過ごせないと思っていた生まれ育

った場所が終の棲家に出来るかも知れない

という気持ちが島への思いを強めていた。 

 

・〈高齢者の苦境〉 

【孤独のもたらす辛さ】 

 多くの離島の高齢女性が日中は家で 1 人

の生活を余儀なく慣れていた。その中で孤

独感を感じること多くなっていた。参加者

の発言として、 

 

「畑がある人はいいんですよ。私なんかず

っと家でしょ？朝の仕事が終わったらもう、

何も無いですよ。」 

 

 家で一人でいる時間が長くなることによ

って生活の空虚感を感じ、それが生活の辛

さへとつながっていた。 

 

「ずっと一人は辛いですよ。お父さんは畑

に行くけど、私はひとり。何かしようにも

車も運転できないし、生きがいがなかった

かな」 

 

 

【疎遠な人間関係】 

 同じ地域に住む高齢者でも普段はほとん

ど合う機会が無かった。各自が家から出る

機会が少なくなりお互いの関係性を疎遠に

していた。近所の人に対して会いたいとい

う気持ちはあるが、長期間会っていないこ

とや、相手の用事を考えてその機会を逃し

ていた。 
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「近所づきあいはほとんど無いですね。病

院でしか会わない人もたくさんいますよ、

同じ地区でも。」 

 

 人間関係が疎遠になるにしたがって、会

おうと言う気持ちが徐々に遠のいていって

いた。 

 

「長く会ってないと、わざわざ会いに行く

とは思わないね。どうしてるかねとは思う

けど、行こうとしたことはないわ。」 

 

 

【高齢者にとっての距離感】 

 南大東島は人口１５００人程度の離島だ

ったが、家が点在しており、各家の間にあ

る程度の距離があった。自動車を使えば数

分で行ける距離でも自動車に乗れない高齢

者や足腰に病気を抱える者にとっては大き

な障害となっていた。 

 

「会っていない人はたくさんいます。車に

乗れる人は良いが、なかなか遠いところに

住んでいる人には会いには行けませんね。」 

 

 物理的距離感よりも、高齢者自身が感じ

る感覚的距離感が高齢者の地域での孤独感

を強める要因となっていた。 

 

「年取ると家から動きにくいですね。から

だも痛い時があるし、若い頃みたいにスイ

スイとは行きせんよ。つらいですけどね」 

 

・「待ち時間の意義」 

【存在確認】 

 診療所待合室には島中から多様な人達が

訪れていた。その為普段会うことが少ない

高齢者同士も診療所通院という機会を通し

て、お互いが島にいること、お互いが生存

し元気にやっていることを確認していた。 

 

「診療所では会ってみたかった人にも会え

るし、やっぱり島にいたんだって言える人

もいるし、本当にいない人もいるけど。」 

 

「久しぶりに話すといろいろ話が盛り上が

りますね。なんていったってその知り合い

の話が面白い。島で起こってることをいろ

いろ知れていいですよ」 

 

診療所通院という行事を通して、高齢者た

ちは定期的な会う機会を得てた。それによ

ってお互いの現状を確認し、島の事情にも

詳しくなることで一種の安心感を得ていた。 

 

 

【個人にあった過ごし方】 

 待ち時間の過ごし方は個々の高齢者で大

きく違っていた。診療所通院の日は仕事を

休んで来る方や仕事や家事の合間を縫って

くる方など様々だった。その為、仕事をし

ている高齢者からはできるだけ早く診察を

終えて帰りたいというニーズがあった。 

 

「ちょっと仕事している人はあれだはずよ。

私はしている方だから、待ち時間は短いほ

うがいい。来て少し話しして診てもらいた

いさ。」 

 

 一方で、診療所通院以外に行事がない高

齢者にとっては待ち時間をゆったりと過ご
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すこともひとつの楽しみとなっていた。 

 

「その日はやることが無いからね。診療所

で待たされてもあまり嫌ではないね。時間

があれば、物考えしたり、そこにいる人と

話しますよ。」 

 

 

・〈待ち時間への感じ方〉 

【スムーズな診療体制】 

 診療の待ち時間が減っていることに関し

て、予約制による適正化を実感していた。

予約することによって予定した時間に診察

してもらえること、診療所が混雑しないこ

とによる急時の臨機応変な対応が可能にな

っていることに対して好意的に考えていた。 

 

「先生が待ち時間を調整してくれるのがあ

りがたい。何かのときには早めて診てくれ

るし、予約どおりに来れば薬もとんとんと

出てくるので助かります。」 

 

 予約することによって待ち時間が短くな

ることを認識して、予約していることに対

する優越感もスムーズな診療体制へつなが

っていた。 

 

「予約通り来ると安心感がありますね。な

んというかちゃんと診てもらえるというか。

「私予約してます」って言います。飛び込

みよりも決まった時間に来たほうがすぐ終

わるし」 

 

 

【有効活用方法としての対話】 

 高齢者は待合室での対話を一つの有効活

用法と考えていた。待ち時間があれば、一

緒にいる人と話をするが、待ち時間が終わ

っても話そうとは思っていなかった。 

 

「待ってまでは喋りたくないな。知ってい

る人がいればちょっと話が話しますけどね。

自然と話しますから。終わって帰るまでぐ

らいですよ。診察が終わって、お薬の準備

が出来るまでの時間を使っていますよ。」 

 

 診療所は診療を受ける場であり、対話は

偶発的な楽しみであること、あくまで待ち

時間を使うための一つの方法であることを

認識していた。 

 

「診療所の待合室はもともと静かにすると

ころですからね。待つ時間に多少の会話は

いいけど、診療が終わったのに話していた

りはしたくない。あくまで病気の人が来て

話すところですから」 

 

 

【場所依存的な時間感覚】 

 南大東診療所以外での診療を受ける際に

感じる待ち時間の違いを実感していた。待

合室にいる人が知らない人ばかりだと待ち

時間を長く感じたり、退屈であると感じて

いた。 

 

「那覇の病院は大変。待ち時間が退屈だか

ら。知っている人もいないし、こっちは一

時間待っても知っている人ばかりだからみ

んな。話して遊ぶから。」 

 

 また南大東診療所以外での診察では職員

も初めて会う人が多いため、待ち時間に緊
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張感を感じることが多くなっていた。 

 

「診療所は先生も受付の人も顔見知りだし、

毎回喋ってるからいいけど。知らない場所

だと、見てもらうまでドキドキするわ。き

ついこといわれたりしたらどうしようみた

いな。」 

 

4 考察 

 本研究から離島高齢者は対話の場をえる

ことによって身体的、精神的に健康になっ

ている可能性がある。離島診療所の待合室

は対話と再開の場になっているが、待合室

はあくまで診療を待っている場であるとい

う意識を強く持っており、待ち時間が短く

なったことによる対話時間の短縮は離島高

齢者の対話の質に大きな影響を与えないと

考えられた。 

 離島高齢者にとって対話できる場所は彼

らの精神的並びに身体的な健康にとって大

切であると考えられる。本研究で「高齢者

の苦境」として離島における彼らの孤独感

や疎遠な人間関係が語られていた。沖縄県

以外の僻地でも高齢者の孤独は大きな問題

となっており、高齢者が自分の住み慣れた

場所で長く生活していくためには、情報交

換だけでなく人間的繋がりを意識できる安

心感が大切であるとされている［9］。その

ために地域全体が協力して高齢者同士の繋

がりを保つために、対話を含めた有効な人

間関係を作る仕組みが大切であることも示

唆されている［10.11］。今回沖縄県南大東

島で平成２７年４月から始まった介護予防

事業によってもたらされた高齢者の対話の

機会は高齢者の情報交換のためだけでなく、

彼らの孤独感を解消するためにも非常に重

要である。さらに地域住民が自分自身の住

んでいる地域への親近感を高めることによ

ってもたらされる「地域愛着」［12］が、今

回、対話の機会をえることができた高齢者

の感情として【我が島への親和感の向上】

と表現されている可能性がある。今後、沖

縄県南大東島でも対話の機会が増えること

で地域愛着によってもたらされる連帯感や

地域活動のさらなる活性化［12］につなが

る可能性があると考える。 

 離島高齢者は離島診療所の待合室を、診

療を受けるまで待っている場所という意義

を忘れずに、その時間の「有効活用方法と

しての対話」の存在を意識していた。また

診療所待ち時間が短くなることによる対話

時間の短縮が彼らの待合室での対話の質に

大きな影響を与えるとは感じていなかった。

今回、診療所の待合室がサロン化すること

によって、高齢者にとっての「憩いの場」

となって可能性がある。一方で高齢者は診

療所の待ち時間対策に対して【スムーズな

診療体制】の構築につながっていると感じ

ており、時間の短縮に対して陰性感情は抱

いていなかった。これには診療所という場

所の特性が大きく影響している可能性があ

る。へき地住民間にある強い絆が効果的な

互助につながっている可能性はあるが［13］、

繋がりが強すぎるため、個人情報の取り扱

いが難しい場合があり、プライバシーを守

ることが難しいとされている［14］。島民も

一人の患者として診療所を受診しており、

自分自身の疾患に関する情報を知られたく

ないと感じていた可能性がある。また診療

所待合室はあくまで診療を待つための場所

であり、普段のサロンとは環境が大きく異

なると考えていた可能性もある。そのため、
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診療所待合室では表面上の会話しか起こら

ず、サロン化することが少なかったと考え

る。表面上の会話では十分な対話の意義が

得られないため、今回の待ち時間対策によ

って待ち時間が短縮したことによる対話時

間の短縮に対しても否定的な考えが出なか

った可能性がある。 

 また本研究より「存在確認」としての診

療所待合室の機能が語られていた。僻地に

住む高齢者がお互いに顔を合わす機会が少

なく、彼らの孤立が問題になっている［15］。

今回、診療所での意図しない島民との再開

が各自の存在確認につながっていた可能性

がある。離島だけでなく、僻地での島民同

士の一つの接点としての診療所の役割があ

ることが考えられる。 

 本研究の限界として、対象者が全て女性

であり、意見の偏りが出た可能性がある。

意見の偏りをなくすために、フォーカルグ

ループインタビューによる研究を試みた。

しかし離島でのグループインタビューでは

参加者同士が親しく、お互いの個人情報に

配慮し、自分の個人情報を出したくないと

いう思いから十分な発言を引き出すことが

できなかった可能性がある。フォーカスグ

ループインタビューが 2 回しか実践できな

かったため、当研究の一般化可能性には限

界があると考える。待ち時間の短縮に関し

て 10 分程度であったため、高齢者がその短

縮を実感できていなかった可能性やインタ

ビューワーが診療所医師であり対象者とイ

ンタビューワーが患者医師関係にあったこ

とが影響して本研究では待ち時間対策に関

して否定的な意見が出なかった可能性があ

ると考えられる。 

 

5 結語 

 本研究より高齢者の対話の場は彼らの孤

独を癒していた。離島診療所の待合室は対

話と再会の場と考えていたが、診療を待っ

ている場であるという意識を強く持ってお

り、待ち時間の長さは重要とは考えていな

かった。 

 

COI 

 本研究に、開示すべきCOIはありません。 
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表の説明 

 図 1：本研究を行った沖縄県南大東島の

位置を示している。 
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表１ 

グループ ストーリーライン 理論記述 

月曜日  高齢者にとっての距離感が島での疎遠な人間関係を

生んでいると考えており、高齢者同士の対話の場があ

ることによって、孤独からの解放や対話のもたらす身

体の癒しを実感し元気を与える対話の場の存在を実感

している。さらに新たな対話の場がもたらされること

が独居のもたらす辛さを解消し、我が島への親和感の

向上につながっている。その中での体験を通して高齢

者それぞれの生活スタイルにあった仕事と楽しみの調

整や高齢者にあった楽しみ方やその中で集中すること

の大切さが重要であると感じている。 

 診療所の予約制を導入したことによるスムーズな診

療体制を支持し、安否確認の場としての待合室、存在

確認としての待合室の重要性を感じている。待ち時間

の長さに関して、女性特有の旧友関係の喜びのために

は必要と考えている一方で、与えられた待ち時間の有

効活用としての対話を大切にしている。離島以外での

病院待ち時間でのつまらなさを感じることによる場所

依存的な時間感覚、男女間に存在する男女による待ち

時間感覚の違いを認識している。 

対話の場は、高齢者の孤独を和らげ、精神

的、肉体的健康をもたらす。 

対話の場が孤独感の解消とともに島への親

近感を増やす。 

対話への参加方法も高齢者の生活スタイル

によってさまざまである。 

安否確認や存在確認としての診療所待合室

の存在意義がある。 

高齢者特有の地理的距離感がある 

女性特有の待ち時間に行われる交友関係か

らの喜びが存在する。 

与えられた待ち時間を有効利用している。 

待ち時間に場所依存性がある。 

木曜日  離島の高齢者の現状として、単調な毎日の苦痛や高

齢者の孤独感を感じており、高齢者が集まる場所がで

きたことによって、同世代の人と集まること自体への

楽しさ、お互いの近況を話し合うことによる対話への

楽しさ、そして今までなかった新たな楽しみを非日常

の楽しみとして考えている。 

 予約制の導入によって、待ち時間の短縮による円滑

な診療体制の構築がもたらされ、定期受診の効率化や

受診漏れ防止につながっていると感じている。また予

約制の中で、人数調整を行うことによる医師による効

率的な調節を可能にし、急時の調節などにも対応でき

ると感じ、さらに医師の人間関係の構築が予約制の導

入に効果的な影響を起こしていると考えている。 

顔の知れた関係がもたらす対話時間の重要性と忙し

さに合わせた待ち時間使用方法に関するバランスの大

切さを感じている。 

待ち時間の内容に関する待ち時間の場所依存性の存

在を認識している。 

 診療所での予約制システムの継続性を意識しなが

ら、医療資源としての診療所を意識し、場所にあった

医療システムを認識し待ち時間の有効活用を行ってい

る。 

対話が高齢者の楽しみにつながっている。 

離島高齢者が孤独や単調な毎日に苦しんで

いる。 

予約制の導入は、診療の効率化をもたらし、

患者の受診を円滑にしている。 

一定の待ち時間は高齢者に憩いの場を提供

しているが、個々の状況によって、その感

じ方は違う。 

待ち時間は環境によって感じ方が違う。 

予約制の継続性と限りある医療資源として

の診療所を意識している。 

場所依存性の医療システムの中で待ち時間

を有効活用している。 
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統合後 離島高齢者は独居や人間関係が疎遠であることによ

る孤独感がもたらす辛さの中で生活をしていた。村の

事業によって対話の機会を得ることによって孤独から

の解放が起こり、身体的かつ精神的な癒しを得ていた。

また対話の中で自分の住んでいる場所に対する親近感

を高めていた。 

診療所の待ち時間が減ったことに対しては有意義と

感じていた。待ち時間を友人の存在確認の場として考

え、久しぶりに会う旧友との再開を楽しんでいた。待

ち時間は人それぞれ使い方があり、個々にあった使い

方を意識していた。 

待ち時間の長さは関係なく与えられた待ち時間だけ

対話に使うという意識を持ち、病院は病気を診てもら

うところと考えていた。また診療所と病院で流れる待

ち時間は全く違うものであることを認識していた。 

「高齢者の苦境」として、他の世代が感じ

ることが少ない【高齢者独特の距離感】や

それによる【疎遠な人間関係】、そして【独

居のもたらす辛さ】があげられた。 

「対話による癒やし」として、対話する機

会を得ることによって【孤独からの解放】

が起こり精神的な物家でなく【身体の癒や

し】も実感していた。また対話を重ねるこ

とが自分自身の住む場所に対する【我が島

への親和感の向上】へつながっている。 

「待ち時間の意義」として、普段ほとんど

会うことのない島民間の【存在確認】の場

所として認識していると考える。待ち時間

の使い方は、人それぞれで、【個人にあった

楽しみ方】があると考えられる。 

「待ち時間への感じ方」として、予約制を

導入することによって待ち時間が短縮した

ことを受けて【スムーズな診療体制】を実

感している。また待ち時間を有意義にする

ために【有活用方法としての対話】を行っ

ていると考えられる。病院と診療所で流れ

る時間の違いを認識し【場所依存的な時間

感覚】を感じている。 
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研究ノート 

 

福島第一原子力発電所事故後の福島県地元紙と全国紙の報道の比較 

～健康情報としての「内部被ばく」「セシウム」を含む記事の分析から～ 

 

中山千尋＊，佐藤 理＊＊，安村誠司＊ 

 

＊福島県立医科大学医学部公衆衛生学講座， 

＊＊福島学院大学福祉学部 

 

抄録 

2011 年 3 月，東電福島第一原発事故以降，福島住民の多くは放射線健康不安を抱える事となり，中

でも「内部被ばく」への不安が高かった．放射線に関する報道を，住民は健康情報として受け取ってい

たことから，この報道の実態を明らかにするために，11 年 3 月～12 年 3 月の福島県での朝刊販売部数

一位の地元紙である福島民報と，同全国紙である朝日新聞の記事を分析，比較した．両紙の「内部被

ばく」を含む記事数は同じような増減をたどり，11年6，7月と11，12月に急増が見られた．6，7月では，

両紙は内部被ばく測定や数値に関して多く報じた．11，12 月では，福島民報は概ね同じ傾向だったが，

朝日新聞では内部被ばくの危険を強調する専門家の記事が多く見られた．また，「セシウム」を含む記

事では，福島民報は当初「基準値以上」等の記事が多かったが，9 月からは「基準値以下」等の記事が

多くなった．一方，朝日新聞は毎月「基準値以上」等の記事が多かった．これらの事から，11 年 6 月以

降福島民報は「内部被ばく」，「セシウム」に関して「数値，データ」を中心に伝える報道を行い，朝日新

聞はいわゆる「予防原則」的な報道を行ったと考えられた． 

 

キーワード：福島 内部被ばく セシウム 不安 マスメディア 

 

1 緒言 

2011 年 3 月，東京電力福島第一原子力発

電所事故（以下，原発事故と略す）による放

射性物質の放出，拡散以降，福島住民の多く

は放射線被ばくによる健康影響に対する不安

を抱えることとなり，中でも「内部被ばく」

への不安の割合が高かった[1]．伊達市では，

住民の半数以上が内部被ばくの検査を要望し

ており，行政に求められた放射線対策として

は，これが一番多かった[2] ． 

原発事故直後からの不安は，ストレスとし

て日常生活に少なからぬ影響を及ぼし，測定

結果から福島住民の内部被ばく量が低いこと

が判明した[3]後でも，内部被ばくへの不安は

減少しつつも保持されている[4]．また，食品

の調査要望も多く[2]，現在では大方の食品，

飲料水等に含まれるセシウムが基準値に達し

ないことが判明した[5]ものの，「食べ物の線

量と産地に気をつけること」と，「飲み水の購

入」を「している」という住民が多い[4]こと
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からは，内部被ばくの主な原因核種であるセ

シウムへの不安が，減りつつも持続している

と推測される． 

原子力災害の特徴として，放射線による発

がん等の健康影響が懸念されることから，マ

スメディアからの放射線関連報道の多くを，

福島の住民は健康情報として受け取り，振り

回された感がある[6]．経口ルートでセシウム

が体内に入り内部被ばくにつながることは健

康問題であり，食物生産者にとっても消費者

にとっても内部被ばくが，前述の通り最大懸

念事項であった．従って，内部被ばくやセシ

ウムなどの情報が，健康情報と受け止められ

た．住民は放射線関係の情報を，マスメディ

アの中ではテレビに次いで，新聞から多く得

ていることから[4]，福島における新聞報道の

内容について検討することが必要であると考

えた． 

先行研究で，原発事故関連の報道における

地元紙と全国紙の内容の違いや，読者の受け

取り方の違いが指摘されている [7,8] ．

Sugimoto A., et al.(2013)では，「未来への不

安」を全国紙が減少させ，地元紙が増加させ

る傾向だった[9]．本研究では福島における地

元紙と全国紙の，住民の不安の対象である内

部被ばくとセシウムに関する記事に着目した．

情報が錯綜し，被ばく不安に駆られた自主避

難等が続いた震災後約一年間の，記事数の推

移，および内容を分析，比較して，記事とし

て発信された情報の実態を把握することを目

的とした． 

 

2 方法 

2.1 分析対象 

 2011 年 3 月 11 日～2012 年 3 月 31 日まで

の福島県で，朝刊販売部数一位（26.9 万部）

の地元紙であった福島民報（以下，民報と略

す）と，朝刊販売部数一位（6.5 万部）の全国

紙であった朝日新聞（以下，朝日と略す）[10]

を分析対象とした． 

民報は CD 縮刷版，朝日はオンラインデー

タベース「聞蔵」を使用した．朝日の検索対

象は朝刊の「本紙」（全国版）と「福島版」で，

福島以外の地方版の記事は入れていない． 

 

2.2  分析方法 

2.2.1「内部被ばく（曝）」を含む記事 

民報，朝日の記事を，キーワード「内部被

ばく」によって検索した．なお，朝日は「被

曝」を使っている事が多いので，「内部被ばく

or 内部被曝」で検索した（以下，「内部被ばく」

とする）． 

 

（記事の例） 

「南相馬で内部被ばく検査開始 移動式機器

使用」 （民報 11 年 7 月 12 日） 

「『低線量の内部被ばく、過小評価しないで』

市民科学者国際会議」（朝日 11 年 6 月 24 日） 

 

キーワード「内部被ばく」を含む記事には，

両紙共に記事数が急増する二つのピークがあ

った．一般に新聞記事の急増は，大事件等に

伴うものだが，それぞれのピークの時期で，

内部被ばくに直接関わる単一の大事件等は無

かった．複数のトピックがピークを作ったと

考えられ，ピーク時の両紙の記事について，

内容面からも比較するために分類項目を設定

した．共著者が別個に記事を読み，記述内容

を表す主題を抽出して，協議の上，共通の主

たる 10 の分類項目を設定した． 

2.2.2「セシウム」を含む記事 

内部被ばくについては，事故後初期のヨウ
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素を除けば，その後の内部被ばくの原因とな

る，食品に含まれるセシウムが一番の関心事

である．このことから，キーワード「セシウ

ム」による検索を行った．両紙共に記事数が

急増するピークは一つあり，また、民報単独

のピークが一つあった．これらのピークには，

原因と考えられた大きな事件があった．「セシ

ウム」を含む記事は，検査結果が基準値を超

えた，あるいは未満であったといった記事が

多数を占めるので，さらに記事を，「セシウム，

基準値（規制値）未満（以下，下回る）」と，

「セシウム，基準値（規制値）超（以上，上

回る）」といった内容で抽出，分類した．検索

条件として「かつ（以下では and と記述）」

と，「または（以下では or と記述）」を用い，

キーワードを「セシウム」and「値」and（「未

満」or「以下」or「下回」）と「セシウム」and

「値」and（「超」or「以上」or「上回」）とし

て検索した． 

 

（記事の例） 

「福島のモモ４点からセシウム 基準値大き

く下回る」（民報 11 年 7 月 10 日） 

「乾燥メグスリノキから規制値超セシウム」

（朝日 11 年 11 月 29 日） 

 

3 結果 

3.1  「内部被ばく」を含む記事 

月毎の「内部被ばく」という語を含む記事

数の推移を，図１に示した． 

図１で，両紙の増減は同じような線を描き，

11 年 6，7 月と 11，12 月には高いピークを描

いている（以下，それぞれ「第一ピーク」，「第

二ピーク」とする）．民報の 11 年 6 月は 65

記事で調査期間中 3 番目に多く，7 月は最多

の 76 記事であった．朝日の 11 年 6 月は 33

記事で 3 番目に多く，7 月は 35 記事で 2 番目

に多かった．民報の 11 年 11 月は 69 記事で 2

番目に多く，12 月は 61 記事で 4 番目に多か

った．朝日の 11 年 11 月は 29 記事で 4 番目

に多く，12 月は最多の 42 記事であった． 

3.2  内容別分類 

二つのピークの記事の内容別分類を表 1

に示した． 

3.2.1 「第一ピーク」 

(1)6 月の両紙の内容 

民報の最多は「①測定 実測・推計値」で，

26 記事であった．二番目は「②第一原発 作

業員」で，17 記事であった． 

朝日の最多は「②第一原発 作業員」で，

14 記事であった．二番目は「①測定 実測・

推計値」で，13 記事であった． 

この月に二本松市のホールボディカウン

ターによる測定，福島県による川俣，浪江，

飯舘住民の「県民健康管理調査」等，住民の

内部被ばく測定が開始された． 

(2)7 月の両紙の内容 

民報の最多は「①測定 実測・推計値」で，

25 記事であった．二番目は「②第一原発 作

業員」で，9 記事であった． 

この月，南相馬市も内部被ばく測定を開始

し，また二本松市や「県民健康管理調査」の

測定結果が出て，内部被ばくの値は低かった． 

朝日の最多は「⑨食・飲料」で，13 記事

であった．この内 8 記事が，7 月 8，9 日に南

相馬市から東京食肉市場に搬入された肉牛か

ら、規制値を超える放射性セシウムが検出さ

れた事件から全国に広がった，いわゆる「セ

シウム汚染牛」についてであった．なお，民

報では「⑨食・飲料」は三番目の 7 記事で，

この内「セシウム汚染牛」については 5 記事

であった．朝日の二番目は「②第一原発 作
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業員」と「①測定 実測・推計値」の 6 記事

であった． 

3.2.2  「第二ピーク」 

(1)11 月の両紙の内容 

民報の最多は「④県 自治体」で，26 記

事であった．この中には福島県議会議員選挙

と相馬市議会議員選挙に関連して，民報がお

こなった候補者へのアンケートの回答が 17

記事あった．二番目は「①測定 実測・推計

値」で，20 記事であった． 

朝日の最多は「⑦医療 科学 専門家」で，

9 記事であった．この中の 5 記事が内部被ば

くの危険性を強調する専門家を取り上げ，そ

の内 3 記事は連載企画「プロメテウスの罠」

であった．二番目は「①測定 実測・推計値」

で，6 記事であった． 

(2)12 月の両紙の内容 

民報の最多は「①測定 実測・推計値」で，

17 記事であった．二番目は「④県 自治体」

で，10 記事であった．この中には地方議会関

連が 7 記事あった． 

朝日の最多は「⑦医療 科学 専門家」で，

14 記事であった．この中の 12 記事が内部被

ばくの危険性を強調する専門家についての記

事で，その内の 11 記事が連載企画「プロメテ

ウスの罠」であった．二番目は「①測定 実

測・推計値」で，12 記事中 9 記事が連載企画

「プロメテウスの罠」であった．これらは実

測値や推計値をニュースとして直接伝えるも

のではなく，測定のエピソード等を伝える内

容であった． 

3.3  「セシウム」を含む記事 

「セシウム」を含む記事数の推移を図 2 に

示した．調査期間中の合計は，民報が 2253，

朝日が 1247 で，11 年 7，8 月が両紙共に増加

したピークであった．7 月の記事数は民報が

259，朝日が 196 で共に最多で，8 月は民報が

229，朝日が 146 で共に二番目に多かった．

この内，いわゆる「セシウム汚染牛」関連の

記事が，7 月の民報は 90，朝日では 112，8

月の民報では 43，朝日では 41 で最多であっ

た．また民報の記事数は 11 月が 201 で四番

目，12 月が 219 で三番目に多く，7，8 月に

次ぐピークであった．一方朝日の記事数は 11

月が 94で七番目，12月が 99で五番目であり，

4 月，9 月の記事数 101，111 を下回っていた．

このため朝日はこの時期はピークではないと

判断し，これは「民報ピーク」とした．11 月

17 日の福島市大波地区で始まった，福島県内

の米のセシウム基準値超えについての記事が，

11 月の民報では 30，朝日では 13，12 月の民

報では 46，朝日では 20 で，それぞれ月間で

一番多いトピックだった．   

民報の「セシウム」and「値」and（「未満」

or「以下」or「下回」）と，「セシウム」and

「値」and（「超」or「以上」or「上回」）で抽

出された記事数の推移を図 3 に示した． 

調査期間中，民報の合計は 1676 で，その

内「未満」or「以下」or「下回」の記事数は

836，「超」or「以上」or「上回」の記事数は

840 であった． 

民報は 4 月を除いて 8 月までは，「超」等

が「未満」等を上回ったが，9 月に逆転した．

「民報ピーク」の 12 月に再逆転があったもの

の，その差は僅かで，12 年 2 月に再び逆転し

て，「未満」等が「超」等を上回った． 

朝日の「セシウム」and「値」and（「未満」

or「以下」or「下回」）と，「セシウム」and

「値」and（「超」or「以上」or「上回」）で抽

出された記事数の推移を図 4 に示した．朝日

の合計は 799 で，その内「未満」or「以下」

or「下回」の記事数は 292，「超」or「以上」
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or「上回」の記事数は 507 であった．朝日は

毎月、「超」等が「未満」等を上回った． 

 

4 考察 

4.1 実測値を踏まえた報道が可能になっ

た「第一ピーク」 

「第一ピーク」の 11 年 6，7 月に，事故後

初めて実測値をベースにした内部被ばく報道

が可能になった．両紙は両月で，この時期に

始まった内部被ばく測定に関連した記事が多

かった．また 7 月の朝日は「⑨食・飲料」が

一番多かったが，民報も三番目に多く，内部

被ばく測定開始と，「セシウム汚染牛」が，両

紙が同時期に「第一ピーク」を形成した原因

と考えられる．また、両紙の内容は近かった． 

これより前には，福島住民の被ばくはチェ

ルノブイリ事故に相当しうる等の，データを

欠く言説が先行していた．朝日は 11 年 6 月 7

日に，「予防原則は一般に，科学的根拠が明確

になっていないという理由で，環境悪化を防

ぐ対策を引き延ばしてはならないという意味

に理解されている．後で被害が出ないように

慎重な姿勢で臨むというのが予防原則の考え

方である」，「政府が本当に国民の安全・安心

を守るというのであれば，風評被害の防止も

さることながら，予防原則にのっとった対応

をとるべきであろう」という識者の意見を載

せており[11］，これは朝日の姿勢と一致した

と考えられる．この，福島では将来大きな健

康被害が出る可能性が高いとして警告する，

「予防原則」的報道から，実測値，推計値が

低かった事実を踏まえた，「数値，データ」中

心の報道への転換が可能になったのが、「第一

ピーク」であった． 

 

4.2「第二ピーク」で見える両紙の報道の

違い 

民報の 11 年 11 月で最多の，「④県 自治

体」の多くは選挙候補者のアンケート回答で，

12 月で二番目となった「④県 自治体」の 10

記事中の多くは，この時期に開かれた地方議

会についての記事だった．一方、「①測定 実

測・推計値」は 11 月には二番目，12 月には

最多だった．11 年 11 月 17 日に，民報の早川

正也報道局長（当時）は報道姿勢について，

「県民が判断できるようなデータなり材料な

りを全部出していかなければとは思っていま

す」と述べている[12]．従って民報は「第一

ピーク」で可能になった「数値，データ」中

心の報道を，この時期も続け，そこに地元紙

の最重要ニュースの一つと考えられる，地方

選挙，地方議会関連記事が上乗せされて，民

報の「第二ピーク」が形成されたと考えられ

る． 

一方，朝日の 11、12 月で最多の「⑦医療 

科学 専門家」は合計 23 記事中，15 記事が

内部被ばくの危険性を強調する専門家の解説

を報じていた．また、両月で二番目に多い「①

測定 実測・推計値」の 18 記事中，連載企画

記事が 9 記事あり，「数値，データ」を直接の

ニュースとして伝えた民報とは異なっていた．

例えば，朝日は 11 年 12 月 17 日には福島に

ついて，「ゴメリ医大元学長のバンダジェフス

キーは言う『今後，放射能が土壌に浸透して

野菜が吸収しやすくなる．内部被曝の心配は

これからです』」と報じている[13]．民報とは

逆に，こういった「予防原則」傾向を強めた

ことが，朝日の「第二ピーク」形成の原因と

考えられる． 

 

4.3「セシウム」を含む記事にも見える両

紙の報道の違い 
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両紙は 11 年の 7，8 月に，「セシウム」を

含む記事数で最多のピークを記録した．いわ

ゆる「セシウム汚染牛」事件が、その理由と

考えられる。「セシウム」and「値」and（「未

満」or「以下」or「下回」）と，「セシウム」

and「値」and（「超」or「以上」or「上回」）

で抽出された記事数を見ると，両紙とも後者

が多かった．しかし民報では，9 月には「未

満」or「以下」or「下回」の記事数が，「超」

or「以上」or「上回」の記事数を上回った．

この変化は，実測値の推移を詳細に報道した

結果と推察される．実際の測定が進み，食品

等に含まれるセシウムの値が当初の想像より

も低いことが，判明していった．また，時間

経過により，セシウム自体が減少していった． 

11，12 月の「民報ピーク」は，福島市大

波地区で始まった，米のセシウム基準値超え

によるものだった．しかし民報の「未満」等

の記事数と「超」等の記事数は，11 月では前

者が多く，12 月では逆転したが差は僅かだっ

た．12 年 2 月には再び逆転が起こり，「未満」

等の記事数が「超」等の記事数を上回った．

生活協同組合コープふくしまの陰膳方式の調

査[5]によれば，12 年の 4 月には，福島の 90%

の家庭の食事に含まれるセシウムは，1kg 当

たり 1 ベクレル未満になったが，民報の記事

数はこうした「数値，データ」を反映してい

ると推測できる． 

朝日の記事数は，「セシウム汚染牛」のよ

うな全国ニュースになる事件が減ったため，

次第に減ったと考えられる．11，12 月の「民

報ピーク」の時，朝日はやはりこの事件を多

く伝えたが，ピークを作るほどの記事数では

なかった．これは福島市大波地区で始まった

米のセシウム基準値超えが，「セシウム汚染牛」

とは異なり，全国に拡大しなかった，いわゆ

る「ローカル・ニュース」であったためと考

えられる．しかしその中でも，毎月「超」or

「以上」or「上回」の記事数が，「未満」or「以

下」or「下回」の記事数より多いことからは，

「第二ピーク」に見える，「予防原則」傾向を

続け，「セシウムの値は基準値未満」等の測定

結果が増えても，「基準値超え」の測定結果を

重視して伝えていたと推察される． 

 

4.4 大災害後のマスメディア報道の影響 

福島の場合，現在食品のセシウム含有量と，

住民の「内部被ばく」は非常に少ないことが

判明している．それでも住民には放射線被ば

くによる健康不安が残っているが，福島では

有力な地元紙と全国紙が，時期によって相反

する姿勢の報道を行っていたことで，それを

健康情報として受け取った住民が振り回され，

健康不安に結びついた可能性も考えられる． 

Vastermanらは 1992年にアムステルダム

で、劣化ウランとサリンの原料を搭載したイ

スラエルの貨物機が墜落した事故で，大災害

後のマスメディア報道が，人々の不安に影響

したことを示した[14]． 98 年から 99 年の間

に，この事故について「有害物質」と「国の

隠ぺいの疑い」を主題にした，マスメディア

の集中的報道（media hype）が 3 回あった．

搭載貨物による危険性はほとんど無かったに

もかかわらず，最終的には約 6000 人の住民，

救急隊員等が，不安と健康被害を訴えたが、

これらの訴えは，3 回の集中的報道の度に起

きていた．大災害後のマスメディア報道が健

康不安に与える影響は大きい． 

 

5 結語 

本研究は原発事故後の福島での，地元紙と

全国紙の「内部被ばく」および「セシウム」
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に関連した記事内容を分析した，初めての報

告である． 

「内部被ばく」という語を含む記事につい

て，民報、朝日両紙の 11 年 6，7 月の急増（第

一ピーク）時点では，予測に基づいた「予防

原則」傾向から，内部被ばく測定が始まって，

「数値，データ」中心の報道が可能になった

ことがわかった．11，12 月の急増（第二ピー

ク）時点では，両紙の報道姿勢が異なり，民

報は「数値，データ」中心，朝日は「予防原

則」的であったことが明らかにできた．「セシ

ウム」という語を含む記事については，両紙

は 11 年 7，8 月にピークを記録し，その原因

は「セシウム汚染牛」だったが，その後民報

は 9 月から，「セシウムは基準値未満」等の記

事が「基準値超え」等の記事より多くなり，

「数値，データ」中心の報道姿勢が反映され

たと推測された．朝日は毎月「基準値超え」

等の記事が「基準値未満」等の記事より多く，

「予防原則」的報道姿勢が反映されたと考え

られた．このように，本研究の地元紙と全国

紙の記事分析から，内部被ばくとセシウムに

ついての報道が，時期により内容が変化した

こと，および地元紙と全国紙の姿勢の違いが

明らかになった． 

本研究の限界として，福島県には有力な地

元紙の福島民友もあり，また，朝日が全国紙

の全てを代表しているわけではない．15 年上

半期には，福島県では読売新聞が朝刊販売部

数一位の全国紙となった[15]．また，民報，

朝日の報道内容が，福島の住民の不安の増減

に直接どう関係したかは不明である．テレビ，

ラジオ，雑誌等の影響もあり，さらに福島の

原発事故は，インターネット，SNS 等の普及

下で起こった初めての原子力災害で，放射線

不安による自主避難者等には，インターネッ

ト経由の情報も大きく影響したと考えられる

が[4,16]，これらの検討はしていない． 
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図１ 内部被ばく（曝）を含む記事数の推移 2011 年 3 月～2012 年 3 月 

 

 

 

図 2 「セシウム」を含む記事数の推移 2011 年 3 月～2012 年 3 月 
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図 3 福島民報 「セシウム」＆「値」＆（「未満」or「以下」or「下回」）と（「超」or「以上」

or「上回」）で抽出された記事数の推移 2011 年 3 月～2012 年 3 月 

 

 

 

図 4 朝日新聞 「セシウム」＆「値」＆（「未満」or「以下」or「下回」）と（「超」or「以上」

or「上回」）で抽出された記事数の推移 2011 年 3 月～2012 年 3 月 
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表 1 両紙の 2011 年 6,7 月（第一ピーク）11,12 月（第二ピーク）の「内部被ばく（曝）」を含

む記事内容の分類 

 

 

（数字は記事数 太字は一番多い記事数 斜字は二番目に多い記事数） 

  

                                  月

内容                         新聞 民報 朝日 民報 朝日 民報 朝日 民報 朝日

①測定　実測・推計値 26 13 25 6 20 6 17 12

②第一原発　作業員 17 14 9 6 3 1 4 3

③講演　相談・説明会 8 0 6 2 6 0 7 0

④県　自治体 4 1 7 0 26 3 10 1

⑤国　政府　政治 3 1 4 0 0 3 6 2

⑥要望　声明 2 1 6 0 0 0 0 0

⑦医療　科学　専門家 1 2 3 4 4 9 1 14

⑧除染　土壌 1 0 2 0 2 0 4 1

⑨食・飲料 0 1 7 13 3 3 3 4

⑩その他 3 0 7 4 5 4 9 5

合計 65 33 76 35 69 29 61 42

6月 7月 11月 12月
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Abstract 

This study examines joint attention between health care professionals (HCPs) in interaction in emergency 

care training, using a multimodal corpus analysis with a conversation analytic approach. On the basis of 

Kidwell & Zimmerman (2007), which analysed young children’s use of gaze to lead joint attention, three 

research principles are addressed here, although the primary aim is to assess the feasibility of the research 

method: 1) what do HCPs look at in emergency care training?, 2) how do HCPs achieve joint attention?, 

and 3) how does a recipient respond to a shower’s show-action in the context? An emergency care 

training session with a simulated patient, Ken (KSP), was video-recorded, and annotations were added to 

the gazes of three HCPs, Mike (doctor, medical student) and two nurses, Helen and David, using a 

multimodal annotation tool, ELAN (all names anonymised). The results show that Mike gazed at KSP 

most of the time, while David was engaged in medical procedures, gazing mostly at KSP’s arm. Helen 

spent about half the time out of view of the camera to find equipment/medicines for treatment. Joint 

attention seemed to be led by practices of showing or gazing at an object, and vocalisation, which made 

the shower’s understanding of the situation observable and also prompted a recipient’s action. Thus, this 

preliminary study indicates that nonverbal communication, especially gazing, affects interactions in 

emergency care, which should be further investigated with a larger data set using the method established 

through the study. 

 

Keywords：emergency care simulation, gaze, multimodal analysis, joint attention 

 

1 Introduction 

It is common practice to treat a patient 

with a team of several health care professionals 

(HCPs) in emergency care. This differs from a 

dyad medical consultation between a doctor and a 

patient, where a relatively linear consulting 

process is observed, i.e. data gathering (history 

taking and examination) > explanations > 

discussion of treatment (diagnosis) (Roberts, 

Atkins, & Hawthorne, 2014). HCPs as a team 

need to collaborate to deal with multiple events 

which are happening simultaneously, monitoring 
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others’ action to decide the orientation of the 

diagnosis. This preliminary study examines joint 

attention between HCPs in interaction in 

emergency care training, using a multimodal 

corpus based approach. Here, joint attention is 

defined as “a social exchange organized around 

the jointly attended matter” (Kidwell & 

Zimmerman, 2007, p.594). 

The importance of nonverbal 

communication and the relationship between 

nonverbal/verbal dimensions in clinical settings 

have been recognised (Martin & DiMatteo, 2013). 

In health communication, gaze is recognised as 

“the primary nonverbal behavior that persons use 

to communicate their immediately current 

engagement in (or disengagement from) 

collaborative social action” (Thompson, Robinson, 

& Brashers, 2011, p. 647). Montague et al. (2011) 

also identified that clinicians’ gaze affects patients’ 

gaze in their study of two party primary care 

consultations, i.e. a patient looks at what a doctor 

is watching. Szulewski & Howes (2014) analysed 

HCPs’ gaze in emergency care in Canada with an 

eye-tracking device and highlighted potential 

areas for research:  

 

1. Prioritization of information 

gathering: where do subjects look 

first upon entering a medical crisis 

situation? 

2. Devalued information: where did 

the subject not look? 

3. Dwell time analysis: Specific 

target times (e.g., total time with 

gaze focused on a specific area) 

4. Specific gaze behaviours: 

scanning, confirmation, 

checking-in, perching 

5. Cognitive load and stress 

indicators: pupil dilation 

(Adapted from: Szulewski & Howes, 

 2014,p.3) 

 

The current study will fit into their 

fourth category although joint attention was not a 

particular focus in their study.  

Gaze in interaction has been 

investigated in healthcare communication 

research as well as other areas. In his studies in 

dyad medical consultations in 1980s, Heath 

identified doctors’ use of eye gaze to encourage 

patients to talk (Heath, 1984), and a patient’s eye 

gaze in the physical examination, which avoided 

mutual gaze with a doctor, presented their body as 

an object of inspection (Heath, 1986). Some 

studies in different areas from healthcare 

communication also focused on eye gazing of 

interlocutors in interaction, e.g. the practice of 

joint attention among viewers at an exhibition or 

a poster session (Bono & Katagiri, 2005; Sumi, 

Ito, Matsuguchi, Fels, & Mase, 2003).  

Investigating young children’s use of 

gaze, Kidwell and Zimmerman (2007) identified 

children’s attempts to lead joint attention with a 

carer, which they call show action, describing a 

pattern in attention organising practices: child’s 

show action > recipient’s response > child’s 

treatment of the response. Figure 1 is an example 

of show action, where a child (J) was approaching 

the camera person, showing her shoe. Responding 

to her show-action, the camera person looked at 

the shoe (joint attention) and uttered, ‘that’s your 
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shoe’ although the body movements of the camera 

person were not captured in the video framework. 

J nodded and smiled, and then left the camera 

person.  

 

 

Figure 1: J’s show action (Kidwell & Zimmerman 

2007, p. 596) 

 

These studies are valuable since they 

suggest the effects of nonverbal actions of gaze in 

social interactions. However, joint attention 

between HCPs in emergency care has not been 

investigated in existing studies. To fill the gap, 

three research principles are addressed here, 

although the primary aim is to assess the 

feasibility of the research method: 1) what do 

HCPs look at in emergency care training?, 2) how 

do HCPs achieve joint attention?, and 3) how 

does a recipient respond to a shower’s 

show-action in the context? 

 

2 Research Data and Method 

For this preliminary study of gaze in 

emergency care interaction, the first ten minutes 

of a simulated training session (about 20 mins in 

total) was analysed. The corpus includes more 

than 1500 annotations of HCPs’ gaze behaviours. 

This particular data set was chosen because the 

HCPs finished the initial diagnosis within the first 

ten minutes, and then two of them left the bed 

area: one called for help and the other tried to find 

some medical equipment so that they were out of 

sight of the camera for a while. A relatively small 

scale corpus was examined here since the aim of 

the study is to assess the feasibility of the 

multimodal corpus analysis method . 

 A multimodal corpus is defined in 

Foster & Oberlander (2007, p. 4) as “an annotated 

collection of coordinated content on 

communication channels such as speech, gaze, 

hand gesture, and body language, and is generally 

based on recorded human behaviour”. Knight 

(2011, p. 2) describes that multimodal corpus 

linguistics looks at not only “ the ‘abstract’ 

element in discourse - the process of ‘meaning 

making’ […] - but also the ‘media’, the physical 

mode(s) in which these abstract elements are 

conveyed”. A time-aligned corpus analysis 

(Tsuchiya, 2013) is an approach of multimodal 

corpus linguistics and applied to the current study, 

together with a conversation analytic approach 

(Drew, Chatwin, & Collins, 2001), which focuses 

on “the dynamic processes through which 

connected sequences of actions are built up” (ibid, 

p. 59):  

 

(1) First, the transcribed data of the 

participants’ utterances and eye gaze were stored 

in a multimodal corpus for quantitative analysis 

(i.e. objects and time lengths of gaze). Using the 

time-aligned script, the temporality of the 

participants’ gaze was visualised in a timeline on 

the second time scale, which enabled researchers 
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to identify interesting areas for micro level 

investigation.  

 

(2) After creating the overview of gaze 

behaviours, the targeted instances identified in the 

previous stage, i.e. joint attention between HCPs 

in this study, were extracted and analysed with 

video images, applying a conversation analytic 

approach. 

 

Both approaches are necessary to see 

the global pattern of the HCPs’ gaze behaviours 

and the micro level interaction with 

nonverbal/verbal features. In studies of eye gaze, 

three features, mutual gaze, gaze duration, and 

glancing, are often investigated (Harrigan, 2013). 

In the current study, however, we decided to focus 

on joint attention between HCPs. 

A medical student (Mike) and two 

experienced nurses (Helen and David) performed 

a scenario involved a simulated patient, Ken 

(KSP) (a 62 year old male) who presented with 

chest pain. The recording took place at a 

simulation centre in the UK as part of training for 

final year medical students. The video-recording 

was stored in a miniature multimodal corpus, 

which included transcribed data sets of all the 

participants’ verbal utterances. Using a 

multimodal annotation tool, ELAN (2001-2015), 

eye gazing of three HCPs was annotated in 

timeline and analysed, focusing on show action 

and joint attention between HCPs. The video data 

and ELAN were used for the coding of eye gaze 

rather than live annotations “because of 

advantages of re-play, slow motion viewing, and 

resolution of measurement errors” (Harrigan, 

2013, p.49). 

 

3 Results 

3.1. Objects and total time lengths of 

gazing 

Objects and total time lengths of the 

three HCPs’ gazes were summarised in Table 1. 

Mike gazed at KSP’s face (2 mins 39 secs) and 

his body (2 mins 6 secs) for half of the time in 

total, sometimes looking at equipment and 

medicines used for the treatment, i.e. a monitor 

and epinephrine (2 mins and 52 secs at 

KSP
KSP's

body
Helen Mike David

Equip-

ment
Out

Un-

known

Mike

(Doctor)
02:39 02:06 00:40 - 00:21 02:52 01:10 00:12

Helen

(Nurse)
00:49 00:10 - 00:44 00:14 02:58 04:22 00:43

David

(Nurse)
00:50 03:09 00:20 00:05 - 03:00 02:23 00:13

Table 1: Objects and total time lengths of HCPs’ gazes 
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Equipment).David, on the other hand, was 

engaged in medical procedures, i.e. blood 

pressure measurement and cannulation, gazing 

mostly at KSP’s arm (3 mins 9 secs at KSP’s body 

and another 3 mins at Equipment). Helen spent 

more than four minutes out of the camera to find 

equipment/medicines (Out, 4 mins 22 secs).  

The objects and time lengths of the 

three HCPs’ gazing are also illustrated in timeline 

in Figure 2. The X axis is the timeline in seconds 

(600 secs in total), and the Y axis is the objects 

they gazed at. Mike’s gazing is shown in blue, 

Helen yellow and David green. Mike looked at 

KSP’s face from time to time throughout the 

duration. In the middle of the duration, David was 

gazing at KSP’s body for medical procedures, 

which is described with several long green lines 

in ‘KSP’s body’ in Figure 2. The co-occurrences 

of the yellow dots in Mike and blue dots in Helen 

indicate that they sometimes looked at each other. 

The following section qualitatively analyses 

practices of joint attention between HCPs. 

  

3.2. Joint interaction between HCPs 

Three patterns in practices of joint 

attention between HCPs were observed in the 

ten-minutes of data. In Excerpt 1, Mike was 

gathering information from the KSP. While 

listening to their talk, David first picked up a tray 

with an IV line from the table (Figure 3-1). David 

was then walking towards Mike, who was 

standing on the left side and talking to KSP, trying 

to insert the IV line on KSP’s left arm, where a 

cannulation simulator was attached. This is 

David’s show action. Mike was looking at the tray 

when David was approaching, which is joint 

attention (Figure 3-2). Then, Mike asked David in 

line 7, ‘Are you putting a cannula in there?’, 

Figure 2: Objects and time of HCPs’ gazes on timeline 
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which was followed by David’s confirmation, 

‘yeah’ in line 8. Thus, David’s nonverbal action 

led the verbal interaction with Mike, which 

confirmed the medical procedure, cannulation, 

David was going to do. Mike was then walking 

from the left side to the right side of Ken to make 

enough space for David to cannulate KSP. This is 

an instance where David’s show-action led joint 

attention on a tray with the recipient, Mike.  

 

Excerpt １: David’s Show Action at 

00:02:33 

1 Mike Have you got any allergies at 

  all sir? 

2 KSP er erm no, no, not that I  

know of.  

3 Mike No? 

4 KSP No.  

5 Mike Pain still going down your 

  arm and chest?  

<$E> David’s show action 

(Fig. 3-1) </$E> 

6 KSP <$G?> chest. 

<$E> Joint attention  

Mutual gaze (Fig.3-2, 3-3) 

</$E> 

7 Mike Are you putting a cannula in 

 there?  

8 David Yeah. 

9 Mike Fantastic. 

 

 

 

 

 

 

Figure 3-1: David’s show action 

Figure 3-2: Joint attention on the tray 

Figure 3-3: Mutual gaze (David and 

Mike) 

 

The second example in Excerpt 2 is 

joint attention after Helen’s gazing at an object, a 
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monitor. While Helen was putting an oxygen 

mask on KSP, Mike was explaining medical 

procedures to KSP in lines 1 to 9, and then said in 

line 11, ‘and hopefully that will help to get rid of 

some the= help get rid of some of the pain’. Helen 

used her eye gazing at the monitor placed near 

Mike, which seemed to indicate that he should 

watch the monitor without disturbing Mike’s talk 

to KSP (Figure 4-1). Then, Mike noticed her show 

action and looked at the monitor, which 

completed their joint attention. 

 

Excerpt 2: Helen’s Show Action at 

00:02:57 

1 Mike what we're gonna do now is 

  put a little, little needle into 

  your arm and give you

  some morphine for the pain. 

2 KSP oh yeah  

3 Mike the nurses are just giving you 

  some oxygen, so we'll 

  probably= 

4 KSP yeah  

5 Mike take over your face.  

6 KSP argh  

7 Mike + don’t want your glasses to 

  get in the way. 

8 KSP yeah  

9    Mike Okay, and we are going to 

give you some aspirin as 

well + 

10 KSP okay  

<$E> Helen’s Show action 

(Fig. 4-1) </$E> 

11 Mike =+ and hopefully that will 

  help to get rid of some the= 

help get rid of some of the 

 pain.   

12 KSP Argh will it take long? 

<$E> Joint attention 

(Fig.4-2) </$E> 

13 Mike Er no not long at all. 

 

Figure 4-1：Helen’s show action by gaze 

 

Figure 4-2: Joint attention on the monitor 

 

In Extract 2, Helen’s show action led 

Mike’s nonverbal action, looking at the monitor, 

while he kept talking to KSP. Here, Mike engaged 

in communications in two channels 

simultaneously, one with KSP verbally and 

another with Helen nonverbally, which enabled 
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Mike to be aware of KSP’s saturation level on the 

monitor, while at the same time maintaining his 

talk with KSP’s inquiries. 

The other case was joint attention 

between Helen and Mike, which was led by 

Mike’s utterance. In Excerpt 3, Mike was reading 

the dosage of morphine which was written on the 

small bottle, trying to give it to KSP. However, he 

did not know the dose, so he asked Helen for help 

in line 1, uttering ‘Ten milligrams 1 mil I don’t 

know the dose of morphine that we should give 

him’ (Figure 5-1). Responding to Mike’s utterance, 

Helen came to Mike, looking at the morphine 

together with Mike, and then answered in line 2, 

‘It should be erm= <$H> water injection </$H> 

nine in one’ (Figure 5-2). This is the third pattern 

where joint attention was accomplished by the 

shower’s utterance. 

 

Excerpt 3: Mike and Helen’s Joint 

Attention at 00:05:45 

1    Mike Ten milligrams 1 mil I don’t 

  know the dose of  

morphine that we should 

give him.    

<$E> Show action (Fig. 5-1) 

</$E> 

2    Helen It should be erm= <$E> 

Joint attention (Fig.5-2) 

</$E> 

  water injection nine in one. 

3 Pause (1.0)  

4 Mike okay 

 

 

Figure 5-1:  

Mike’s show action with an utterance 

 

Figure 5-2:  

Joint attention on the morphine 

 

In Extract 3, Mike’s verbal action 

(mentioning his not knowing the dose) led 

Helen’s nonverbal action, looking at the bottle, 

then eventually confirming the dose. In this case, 

an HCP’s verbal action prompted the other HCP’s 

nonverbal response.  

 

4 Conclusion 

This preliminary study focused on 

practices of join attention in HCPs in emergency 

care training. In the data, joint attention was led 
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by three preceding practices: (1) shower’s 

show-action, (2) shower’s gazing at an object, and 

(3) shower’s vocalisation to draw a recipient’s 

attention to an object. Through HCPs’ use of 

show-action, the shower’s understanding of the 

situation became observable to others, 

simultaneously prompting a recipient’s action. By 

so doing, HCPs seem to confirm the medical 

procedures they are going to perform and raise 

awareness of the patient’s conditions. This could 

be a crucial area for the assessment of team 

quality in emergency care, as Zheng, Taylor, & 

Swanstrom (2009) suggest that eye gaze and 

anticipatory movement are two ‘valuable 

behavioural markers’ to assess term performance 

in the operating theatre (also cited in Weldon, 

Korkiakangas, Bezemer, & Kneebone, 2013). 

Although the data in this study was collected in 

the UK, the method developed here could be 

applicable to the analysis of emergency care 

interaction in Japan and other places. Further 

research on gaze analysis in emergency care with 

a larger data set is necessary using the research 

method established here, which has potential for 

adding finer descriptions of the interaction.  

 

Notes 
1 All names are pseudonyms. 

2 The annotation system of the Cambridge and 

Nottingham Corpus of Discourse in English 

(CANCODE) (Adolphs, 2006, pp. 134-135) was 

applied to the transcript. The plus symbol + 

indicates a continuous sentence and the equal 

symbol = signals an unfinished sentence. <$G?> 

indicates inaudible sounds and <$E>…</$E> 

shows extralinguistic information. (2.0) indicates 

an interval between utterances (2 seconds in this 

case). 
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